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はじめに 

 

ブロードバンドインフラの普及やスマートフォン等の端末の多様化等を背景に、デジタル

化が社会全体で急速に進展する中、放送の将来像や放送制度の在り方について、中長期的な

視点から検討を行うため、総務省において、令和３年11月より、「デジタル時代における放

送制度の在り方に関する検討会」（座長：三友仁志・早稲田大学大学院アジア太平洋研究科

教授）（以下「検討会」という。）が開催されてきた。 

検討会が令和４年８月５日に公表した「デジタル時代における放送の将来像と制度の在り

方に関する取りまとめ」においては、「放送ネットワークインフラの将来像」について、『人

口減少や視聴スタイルの変化等、放送を取り巻く環境が急速に変化する中においては、「守

りの戦略」として、良質な放送コンテンツを全国の視聴者に届けるため、放送事業者の放送

ネットワークインフラに係るコスト負担を軽減し、コンテンツ制作に注力できる環境を整備

していくことが重要である。』とした上で、コスト負担軽減のための具体的方策のひとつと

して、ブロードバンド等による代替が提言されている。 

地上テレビジョン放送の放送ネットワークインフラのうち、小規模中継局、ミニサテライ

ト局及び共聴施設（以下「小規模中継局等」という。）については、親局や大規模な中継局

に比べてカバーする世帯数が少ないにもかかわらず、その維持に要する世帯当たりの費用が

大きいことが日本放送協会（以下「NHK」という。）から示されている1。すなわち、小規模中

継局等の世帯カバー率は全体の５％程度であるが、これらの年間維持経費は約110億円と地

上テレビジョン放送設備の年間維持経費の約５割を占めている現状にある。 

こうした中、ブロードバンドインフラの普及が全国的に進んでいる2ことを踏まえ、従来

からの電波による放送と、ケーブルテレビや光ファイバ等のブロードバンド（以下「ブロー

ドバンド等」という。）による伝送の２つの方法について、両者の提供エリアの突き合わせ

やコスト比較等の具体的な作業を行いつつ、ブロードバンド等による代替可能性について検

討していくべきとの方向性が検討会において示されたことを受け、検討会の下で、令和４年

２月より、「小規模中継局等のブロードバンド等による代替に関する作業チーム」（主査：伊

東晋・東京理科大学名誉教授）（以下「作業チーム」という。）を開催している。 

作業チームでは、検討開始以降、電波による放送の代替手段としての検討・判断材料が乏

しいIPユニキャスト方式のブロードバンドによる小規模中継局等の代替（以下単に「ブロー

ドバンド代替」又は「BB代替」という。）の可能性等について、小規模中継局等のカバーエ

リアにおける利用可能性や品質・機能等について議論を行い、同年６月にその結果の取りま

とめ（以下「１次取りまとめ」という。）を策定し、意見募集3を経て、同年８月に公表した。 

                                                        
1 第２回検討会資料２－４（NHK資料）P48参照。なお、第３回作業チームにおいては、（一社）日本民間

放送連盟からも、全国の民放127社の小規模中継局等について、世帯カバー率が極めて小さい（３％弱）
にもかかわらず、年間維持費の負担が大きい（約80億円）ことが示された。 
2 光ファイバの世帯カバー率は令和３年度末（2021 年度末）時点で 99.72％（未整備 16 万世帯）であり
（「令和３年度末ブロードバンド基盤整備率調査」の調査結果（令和５年２月 28日 総務省））、その整備
目標としては、令和９年度末（2027年度末）までに世帯カバー率 99.9％を目指すこととされている（「デ
ジタル田園都市国家インフラ整備計画（改訂版）」（令和５年４月 25日 総務省））。 
3 意見募集は、検討会取りまとめ案の別添として、令和４年６月 29日から同年７月 19日までの間、実施
した。 
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１次取りまとめにおいては、ブロードバンド代替について、一定の仮定の下で、比較的受

信世帯数の少ない小規模中継局等の代替手段として経済合理性が期待できることを示した。

ただし、放送番組を配信するための放送アプリケーション（以下「放送AP」という場合があ

る。）については、限られた検討期間の中で要件・構成・費用について十分に検討を行うこ

とができず、経済合理性の評価が一部に留まったという点に課題が残った。また、将来的に

ブロードバンド等による代替を導入する場合の課題として、「住民理解・受信者対策」、「ユ

ーザーアクセシビリティの確保」、「デジタル技術の特性を活かしたサービスの向上」等を挙

げた。 

これらの課題等も踏まえ、１次取りまとめ以降の進め方については、『次の段階として、

放送の代替手段となりうる既存サービスが存在しないIPユニキャスト方式については、地上

テレビジョン放送事業者において、電気通信事業者と連携・協力の上、「モデル地域」や「コ

ストの定量分析」で示されたようなブロードバンド等の代替の候補となりうる特定の地域を

対象に、住民の方々の協力を得ながら、放送の代替となることを想定したブロードバンド等

による配信を実験的に行うことにより、現実的な代替の可能性についての検証・検討に取り

組むことが適当と考える。』とした。 

こうした１次取りまとめを踏まえ、作業チームでは、１次取りまとめ以降、ブロードバン

ド代替の可能性について、実証事業を実施しつつ、令和４年９月から令和５年７月にかけて

計８回の会合を開催し、更なる検討を進めてきた。 

具体的には、実証事業の実施を通じて視聴者の受容性の検証、放送アプリケーションの構

成・費用構造の分析等を行った上で、ブロードバンド代替の可能性について検討を行うため

に仮置きしていた「品質・機能要件」の見直し、今後の検討課題と検討の方向性について議

論を行った。 

今般の２次取りまとめは、ブロードバンド代替が実現可能な環境の整備に向け、こうした

取組の成果を取りまとめたものである。 

 
図 ２次取りまとめの構成  
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第１章 実証エリアにおける受容性の検証 

 

実証エリアにおける受容性の検証では、実証エリアとして、ミニサテライト局エリア１ヶ

所、小規模中継局エリア１ヶ所及び辺地共聴施設エリア１ヶ所を選定した上で、当該エリア

の住民の方々にネット同時配信等サービスを視聴いただく等して、アンケート調査及びヒア

リング調査（以下「フィールド調査」という。）を実施し、その結果について分析・評価を

行った。 

図１－１ 実証エリアにおける受容性の検証の全体像 

 

１．実証エリアの選定 

実証エリアは、サンプルとしての代表性や調査のフィージビリティ確保等の観点から選定

した。 

具体的には、ミニサテライト局エリア及び小規模中継局エリアについては、以下の基準に

基づき、ミニサテライト局は「飯能上赤工局」、小規模中継局は「桐生梅田局」を選定した。 

a 関東広域圏内の局 

b カバー世帯数が全国平均4に近い局 

c NHK２波、関東キー局５波及び独立局１波の計８波が揃っている局 

d 放送エリアにおいてブロードバンドサービスが提供されている局 

e 実証のフィージビリティが確保できる局（集合会場の確保、離島や大雪等がない等） 

f 実証への協力の得やすさ（大規模観光地に該当しない、デジタル新局ではない） 

 

                                                        
4ミニサテライト局は、そのカバー世帯数の全国平均である約 580 世帯を採用。小規模中継局は、そ

のカバー世帯数の全国平均である約１万 500世帯を下回る局の平均（約 2,200世帯）を採用。 
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図１－２ 飯能上赤工局（ミニサテライト局エリア）の概要 

 

図１－３ 桐生梅田局（小規模中継局エリア）の概要 

 

また、辺地共聴施設エリアについては、以下の基準に基づき、｢町屋テレビ共同聴視施設

組合｣ を選定した。 

a 住民の組合（非営利）が設置する施設 

b 事業に対する住民（組合員）の合意が得られる施設 

c 事業に対するケーブルテレビ事業者の協力が得られる施設 

d 必要最小限の NHK２波及び関東キー局５波の計７波が揃っている施設 

e 共聴エリアにおいてブロードバンドサービスが提供されている施設 

f ケーブルテレビのサービスエリアに近接する施設 

g 実証のフィージビリティが確保できる施設（集合会場の確保、離島や大雪がない等） 
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図１－４ 町屋テレビ共同聴視施設組合（辺地共聴施設エリア）の概要 

 

２．フィールド調査 

フィールド調査では、選定した各実証エリアにおいて被験者を募集し、ミニサテライト局

エリア及び小規模中継局エリアについてはネット同時配信等サービスを視聴いただき、その

受容性等についてアンケート調査及びヒアリング調査を実施した。また、辺地共聴施設エリ

アについては辺地共聴施設からケーブルテレビへの切替えを実施し、切替え時の案内の在り

方、辺地共聴施設及び切替えに対する認識、将来の放送の在り方等についてアンケート調査

及びヒアリング調査を実施した。 

 

図１－５ フィールド調査の全体像 
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（１）地域への説明 

住民の方々にご協力いただけるよう、被験者の募集に先立ち、総務省及び実証事業請負事

業者（株式会社情報通信総合研究所をいう。以下同じ。）において、市役所・自治会長・町

会長への説明、住民の方々への説明会等、地域への説明を丁寧に実施した。また、自治会長・

町会長には実証事業について周知するため、地域住民の方々への回覧を実施していただいた。 

 

（２）被験者の募集 

ミニサテライト局エリア及び小規模中継局エリアの被験者については、実証事業請負事業

者から地域住民の方々への郵便により募集し、協力可能として申込用紙を返信していただい

た世帯の代表者を対象とした。 

また、辺地共聴施設エリアの被験者については、実証ケーブルテレビ事業者（株式会社JWAY

をいう。以下同じ。）の幹線からの延長工事等を考慮して当該エリアの一部をケーブルテレ

ビ切替え対象エリア（約 30 世帯）として選定した上で、説明会等において募集し、実証ケ

ーブルテレビ事業者に協力同意書を提出いただき切替え工事を実施した世帯（21 世帯）の

代表者を対象とした。 

 

図１－６ 被験者の募集方法 
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募集・調整の結果、被験者の数は、ミニサテライト局エリアでのべ 35 名、小規模中継局

エリアでのべ 97名、辺地共聴施設エリアで 20名となった。被験者の属性としては、いずれ

のエリアでも高齢者の割合が高く、インターネット利用度については、ほとんど利用しない

方の割合はミニサテライト局エリア及び小規模中継局エリアでは低く、辺地共聴施設エリア

では高かった5。テレビの視聴頻度はいずれのエリアでも高かった。 

 
図１－７ 被験者の数と属性 

 

（３）調査方法 

ミニサテライト局エリア及び小規模中継局エリアにおいては、現時点ではブロードバンド

代替のための配信サービスが存在しないことから、既存のネット同時配信等サービスである

「NHKプラス」及び「TVer」を活用して調査を実施した。 

調査としては、各被験者の普段の視聴環境（自宅）において見逃し配信番組を視聴いただ

く「調査Ａ（世帯別調査）」と、集合会場（ホテル内会議室）という共通した視聴環境にお

いて同時配信番組を視聴いただく「調査Ｂ（集合検証）」の２種類の調査を実施した。「調査

Ａ（世帯別調査）」は、テレビ向けに地上テレビジョン放送の同時配信を実施しているサー

ビスは存在しないため視聴対象番組は見逃し配信番組となるが、普段の視聴環境（自宅）に

おける調査が可能である一方、「調査Ｂ（集合検証）」は、実証事業請負事業者の研究員が PC

向けの同時配信番組をテレビ画面に映し出す操作を行うことによって同時配信番組の視聴

が疑似的に可能となり、普段の視聴環境（自宅）ではないが集合会場（ホテル内会議室）と

いう共通した視聴環境における調査が可能である。 

また、辺地共聴施設エリアにおいては、辺地共聴施設からケーブルテレビへの切替えを実

施し、切替え時の案内の在り方、辺地共聴施設及び切替えに対する認識、将来の放送の在り

方等についてアンケート調査及びヒアリング調査を実施した。 

                                                        
5 辺地共聴施設エリアについては、ミニサテライト局エリア及び小規模中継局エリアと異なり、「自

宅で固定インターネットを利用していない」方の割合であり、スマホを利用している被験者も含ま

れる。 
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図１－８ 調査方法 

調査の具体的な実施手順としては、ミニサテライト局エリア及び小規模中継局エリアの調

査Ａ（世帯別調査）では、まず事前調査として、被験者の自宅のインターネット環境の有無

等の確認を行った上で、ご自宅を訪問して、検証内容の説明、視聴日時と視聴番組の選定、

視聴に必要な機器の設置等を行った。番組視聴時には、実証事業請負事業者から電話で連絡

し、被験者と相談して予め選定した番組を視聴いただき、後日、ご自宅を訪問して、アンケ

ート用紙を回収するとともに、ヒアリング調査を実施した。 

 
図１－９ 調査Ａ（世帯別調査）の実施手順及び実施環境イメージ 
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ミニサテライト局エリア及び小規模中継局エリアの調査Ｂ（集合検証）では、被験者に集

合会場（ホテル内会議室）に集合いただき、サイズの異なる２つのテレビ（65 型・32 型）

で、同時配信番組又は地上波放送番組を計 10 回視聴いただいた。計 10回の視聴のうち、５

回目及び 10回目の視聴を除いて6ブラインドテストとし、同時配信番組か地上波放送番組の

いずれを視聴しているのか分からない状態で調査を実施した。 

画質及び音声については、各回の視聴の直後に当該視聴に対する評価を記入いただいた。

また、録画、データ放送、緊急地震速報のニーズ等、各回の視聴とは直接関係のないアンケ

ート項目は、映像を準備している空き時間に記入いただき、インターネット経由での番組視

聴に対する総合的な評価等のアンケート項目は、計 10 回の全ての視聴が終了した後に記入

いただいた。最後に、被験者１名ごとに実証事業請負事業者の研究員１名が付いて、アンケ

ート記入事項の詳細等について約 20分間のヒアリング調査を実施した。ヒアリング内容は、

分析・評価を行うため、被験者の許可を得て録音し、全てテキスト化した。 

 
図１－10 調査Ｂ（集合検証）の実施手順及び実施環境イメージ 

 

                                                        
6 ５回目及び 10 回目の視聴については、同時配信番組であることを被験者に伝えた上で、字幕表示

やチャンネル切替えについて評価いただいた。 
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図１－11 調査Ｂ（集合検証）の様子（令和５年１月 15日小規模中継局エリア調査Ｂ２回目の例） 

 

辺地共聴施設エリアにおける調査の実施手順としては、ケーブルテレビ切替え対象エリア

（約 30 世帯）において実証ケーブルテレビ事業者に協力同意書を提出いただいた世帯（21

世帯）について、辺地共聴施設からケーブルテレビへの切替え工事を実施し、約１ヶ月間経

過した後、調査対象世帯を訪問し、被験者である各調査対象世帯の代表者（20名）に実証事

業請負事業者の研究員２名が付いて、約 60 分間でアンケート調査及びヒアリング調査を同

時に実施した。ヒアリング内容は、分析・評価を行うため、被験者の許可を得て録音し、全

てテキスト化した。 

 

図１－12 辺地共聴施設エリアにおける調査の実施手順 
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なお、アンケート調査及びヒアリング調査に先立って実施したケーブルテレビへの切替え

工事は、実証ケーブルテレビ事業者の既存サービスエリア内のケーブルテレビの幹線（光フ

ァイバ）を切替え対象エリアまで延長することにより実施した。 

 

図１－13 町屋テレビ共同聴視施設組合のエリア情報及びケーブルテレビへの切替え 

 

（４）調査項目 

ミニサテライト局エリア、小規模中継局エリア及び辺地共聴施設エリアにおける調査は、

いずれも被験者へのアンケート調査及びヒアリング調査により実施した。 

ミニサテライト局エリア及び小規模中継局エリアにおいては、映像等関連要素、放送機能

関連要素、その他要素、インターネット経由での番組視聴に対する総合的な受容性評価に分

け、計 20項目について調査を実施した。 
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図１－14 ミニサテライト局・小規模中継局エリアでの調査項目（調査Ａ・Ｂ共通） 

 

辺地共聴施設エリアにおいては、ケーブルテレビへの切替え前の地上波放送番組との比較、

切替えの案内文書の在り方、切替え説明会の在り方、将来の放送の在り方、共聴施設及び切

替えへの認識、ケーブルテレビによる番組視聴に対する総合的な受容性評価に分け、計 24

項目について調査を実施した。 

 

図１－15 辺地共聴施設エリアでの調査項目 
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３．調査結果の分析・評価 

ミニサテライト局エリア、小規模中継局エリア及び辺地共聴施設エリアのフィールド調査

におけるアンケート調査及びヒアリング調査の結果について分析・評価を行った。 

 

（１）ミニサテライト局エリア・小規模中継局エリア 

① 調査結果の分析・評価の枠組み 

調査結果の分析・評価の枠組みとして、総合分析と要素別分析の２つに分け、各視点か

ら調査結果の分析・評価を行った。総合分析では、インターネット経由での番組視聴に対

する総合的な受容性評価（以下単に「総合的な受容性評価」という。）について、分析・評

価を行ったほか、総合的な受容性評価に影響する要因についても分析・評価を行った。ま

た、要素別分析では、総合的な受容性評価に影響を与える各要素について、映像等関連要

素、放送機能関連要素及びその他要素に分けて分析・評価を行った。 

 

図１－16 調査結果の分析・評価の枠組み 

 

② 総合分析 

①で示した枠組みのとおり、総合分析では、総合的な受容性評価及び総合的な受容性評

価に影響する要因について分析を行った。 

ア インターネット経由での番組視聴に対する総合的な受容性評価 

図１－14で示したとおり、調査においては「もし放送の代わりにインターネット経由

で番組を視聴するとなった場合に受け入れられそうですか。」との質問を行っている。こ

の質問に対する回答を被験者における「総合的な受容性評価」と位置付け、その結果に

ついて分析を行った。ミニサテライト局エリア及び小規模中継局エリアにおける調査

Ａ・調査Ｂを合わせて、「全く問題なく受け入れられる」との回答と「少し違和感はある

が受け入れられる」との回答の合計が90％となり、９割の被験者がインターネット経由

での番組視聴を受け入れられるとの結果が得られた。 
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図１－17 総合的な受容性評価 ミニサテライト局・小規模中継局エリア 

 

また、総合的な受容性評価の結果を調査Ａ・調査Ｂ別、実証エリア別に集計し、比較

分析を行った。 

調査Ａと調査Ｂとの比較分析においては、「全く問題なく受け入れられる」との回答と

「少し違和感はあるが受け入れられる」との回答の合計は、調査Ａにおいては92％、調

査Ｂにおいては91％となり、総合的な受容性が高いという傾向はどちらも変わりなかっ

たが、調査Ｂの方が「少し違和感はあるが受け入れられる」との回答がやや高い（＋19

ポイント）という結果であった。これは、調査Ｂにおいては、被験者がフィールド調査

において視聴した同時配信番組に駅伝中継番組が含まれており、画質の顕著な低下があ

ったこと、また、視聴した別の同時配信番組にフタかぶせ7が発生し、調査Ａと比べてフ

タかぶせの発生頻度が高かったことが要因となっているものと推測される。 

実証エリア間での比較分析においては、ミニサテライト局エリアと小規模中継局エリ

アとの間でほとんど違いが見られなかった。 

                                                        
7 著作権等の権利処理が未了のために行われる映像の差替えのこと。 
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図１－18 総合的な受容性評価（調査Ａ・調査Ｂ別、実証エリア別） 

 

イ 総合的な受容性評価に影響する要因 

総合的な受容性評価に影響する要因について分析を行うため、 

a 相関分析 

b テキストマイニングによる分析 

c 画質評価と総合的な受容性評価の関係性（駅伝中継番組の視聴との比較） 

d 視聴距離と総合的な受容性評価の関係性 

e 総合的な受容性評価において「受け入れづらい」と回答した４名の詳細分析 

の５つの視点から分析・評価を行った。 

 

a 相関分析 

総合的な受容性評価の質問への回答とそれ以外の質問への回答との相関について分

析を行った。 

その結果、相関係数は-0.2～+0.3の範囲内となり、相関関係はほとんど見られなか

った。 
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図１－19 総合的な受容性評価に影響する要因 相関分析 

 

 

図１－20 相関係数の導出に当たっての数値化方法 

 

b テキストマイニングによる分析 

テキストマイニングサービス8のマッピング機能を用いて、ヒアリング時の被験者の

発言を可視化し、その傾向を分析した。 

マッピング機能を用いることで、出現頻度が高い言葉の繋がりにより、いくつかの

ブロック（単語の塊）が構成され、各単語がどういった単語とセットで話されていた

のか、また、どういった繋がりで話されていたのかを読み取ることが可能となる。 

                                                        

8 株式会社プラスアルファ・コンサルティングが提供している「見える化エンジン」を用いた。 
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図１－21 テキストマイニング「マッピング」の読み方 

 

まず、全ての被験者を対象に分析を行った。その結果、主なブロックとして、「① 画

質が落ちる、低下するという発言と、それが問題ない・受け入れるとの発言のセット

のブロック」、「② 不可欠あるいはあったほうがよい機能として、データ放送と番組表

に関連する発言のセットのブロック」が確認された。①のブロックからは、受容性は

画質について語られており、その画質の低下を問題視していないことが読み取れる。

また、②のブロックからは、不可欠又はあったほうがよい機能として、データ放送と

番組表を挙げる発言が多いことが読み取れる。 

図１－22 全ヒアリング結果の発言分析 ブロック①及び② 
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次に、総合的な受容性評価において「全く問題なく受け入れられる」と回答した39

名の被験者を対象に分析を行った。その結果、主なブロックとして、「③画質が落ちる、

低下するという発言と、それが問題ない・受け入れるとの発言のセットのブロック」、

「④不可欠あるいはあったほうがよい機能として、データ放送と番組表に関する発言

のセットのブロック」が確認された。③のブロックからは、①のブロックと同様、画

質が悪くても問題がない又は受け入れると語られていることが読み取れる。また、④

のブロックからは、②のブロックと同様、不可欠又はあったほうがよい機能として、

データ放送と番組表を挙げる発言が多いことが読み取れる。 

図１－23 総合的な受容性評価「全く問題なく受け入れられる」 

回答者の発言分析 ブロック③及び④ 

 

さらに、総合的な受容性評価において「少し違和感があるが受け入れられる」と回

答した54名の被験者を対象として分析した。その結果、主なブロックとして、「⑤画質

が落ちる・悪い・粗いなどが、『違和感』だとし、さらに受け入れられる・慣れるとの

発言がセットのブロック」が確認され、本ブロックからは、画質の粗さや悪さが違和

感の単語とセットで話され、さらにそれらは受け入れる・慣れると語られていること

が読み取れる。 
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図１－24 総合的な受容性評価「少し違和感があるが受け入れられる」 

回答者の発言分析 ブロック⑤ 

 

c 画質評価と総合的な受容性評価の関係性（駅伝中継番組の視聴との比較） 

令和５年１月15日に実施した小規模中継局エリアにおける調査Ｂの２回目の検証に

おいて、視聴した同時配信番組に駅伝中継番組が含まれていたところ、この回の調査

結果は、他の回の結果と比べて、画質（鮮明さ・文字の読みづらさ）の評価が著しく

低下した9。また、この傾向は、32型のテレビと比べて、65型のテレビにおいてより顕

著となった。 

本分析では、この傾向を踏まえ、総合的な受容性評価に影響を与える要因について

分析するため、65型テレビの駅伝中継番組視聴回において、画質（鮮明さ）で放送番

組との違いを強く感じたと回答した11名、つまり、明らかな画質の低下を認識した11

名の被験者について、総合的な受容性評価の回答とヒアリングでの発言を分析した。 

その11名は、総合的な受容性評価において、１名が「全く問題なく受け入れられる」、

９名が「違和感はあるが受け入れられる」、１名が「違和感があるため受け入れづらい」

と回答しており、明らかな画質の低下を認識したにもかかわらず、大半の被験者は「違

和感はあるが受け入れられる」と回答していたことが判明した。また、ヒアリングで

は、「重要なのは画質」といった画質の重要性を述べる発言が多かったとともに、「（放

送波の映像と）比較して見なければ、まあ別に許容範囲」、「画質の違いを感じたが、

全く問題なく受け入れられる」、「画質の低下はかなりひどくならなければ大丈夫」、

「音声が途切れると嫌だが、画質が多少落ちても観られる」のような、多少の画質の

低下は許容範囲であるという回答が多く確認された。 

以上の結果から、総合的な受容性評価については、画質は重要な要素となっている

と考えられるものの、駅伝中継番組での画質の低下レベルに留まるのであれば、許容

範囲であると推察することができる。  

                                                        
9 駅伝中継番組の視聴中は、選手の走る動作や順位等を逐次表示するロールテロップの流れる文字

の速さにより、ブロックノイズが断続的に発生した。 
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d 視聴距離と総合的な受容性評価の関係性 

視聴距離と総合的な受容性評価の関係性について分析を行った。調査対象世帯にお

ける視聴環境はサンプルごとに多様であるため、異なる視聴環境によって得られた受

容性の評価を単純比較することには特段大きな意味はない。そこで、類似の環境を何

らかの方法によりグループ化することによって、当該グループの受容性の特性を視聴

環境の差異を揃えて推計することとした。 

本分析では、調査Ａにおける世帯ごとに異なる視聴環境の差異を揃える方法として、

「視聴時の被験者とテレビの距離（視聴距離）（cm）÷視聴したテレビ画面の縦サイズ

（cm）」の数値を算出し、算出した数値順に母集団を三等分することによって、３つの

グループ（視聴距離が近い「グループ１」、視聴距離が中間の「グループ２」、視聴距

離が遠い「グループ３」）に分けることとした。これにより、３つのグループ間での総

合的な受容性評価を比較分析したところ、視聴距離の差と総合的な受容性評価の間に、

何らかの傾向を確認することはできなかった10。 

 

図１－25 総合的な受容性評価に影響する要因 

視聴距離と総合的な受容性評価の関係性 

 

e 総合的な受容性評価において「受け入れづらい」と回答した４名の詳細分析 

総合的な受容性評価の全回答者103名のうち、「違和感があるため受け入れづらい」

と回答した４名について、画質（鮮明さ）の評価及びヒアリングでの発言のうち画質

や受容性に関する発言を確認し、なぜ総合的な受容性評価において「受け入れづらい」

                                                        
10 なお、一般的に、フル HD（２K）の場合、最適とされる視聴距離（以下「最適視聴距離」という。）

は、テレビ画面の縦サイズの約３倍とされているため、本分析においては、「視聴時の被験者とテレ

ビの距離（視聴距離）（cm）÷視聴したテレビ画面の縦サイズ（cm）」が「３」となる場合が最適視聴

距離となる。今般の検証では、グループ１の一部の被験者は、最適視聴距離又は最適視聴距離より近

い距離で視聴していたものの、その他の被験者は最適視聴距離よりも遠い距離でテレビを視聴して

いた。 
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と回答したのかについて、要因分析を実施した。 

画質（鮮明さ）の評価では、２名が「違いを強く感じた」、１名が「違いをある程度

感じた」、１名が「違いをあまり感じなかった」と回答しており、この結果から一概に

画質（鮮明さ）の評価が総合的な受容性評価に影響を与えていると結論付けることは

難しい。一方、ヒアリングでの発言のうち画質や受容性に関する発言では、「テレビと

同じもの（画質）をみせてほしい」のほか、「録画は必要」、「30秒の遅延はやや影響が

ある」、「フタかぶせは受け入れられない」、「緊急地震速報が遅れるのは困る」、「違和

感があり受け入れづらいの（理由）は費用と、替わったときに（地上波放送と）同等

のサービスを受けられるのかわからないから心配」等の発言が確認され、被験者は、

画質のみに限らず、録画、遅延、フタかぶせ、緊急地震速報の遅延、費用等の他の機

能も含めて、総合的に地上波放送と同等であることを望んでいることが読み取れる。 

 

図１－26 総合的な受容性評価において「受け入れづらい」と回答した４名の詳細分析  

 

以上のaからeまでの総合的な受容性評価に影響する要因分析の結果、受容性は画質

との紐付けで認識されており、画質が重要とされている一方、一定程度の画質の低下

は許容範囲であることが判明した。また、録画や遅延、フタかぶせ、緊急地震速報の

遅延、費用など、画質のみに限らず、他の機能等も含めて、総合的に地上波放送と同

等であることが望まれていることが明らかとなった。 
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③ 要素別分析 

①で示した枠組みのとおり、要素別分析では、図１－14の調査項目のうち、総合的な受

容性評価以外の設問について、 

ウ 映像等関連要素（画質、ABR11、遅延、音声）に対する評価 

エ 放送機能関連要素（副音声、字幕、緊急地震速報、チャンネル切替え等、番組表、

ザッピング、データ放送、録画）に対する評価 

オ その他要素（インターネット速度、サイバーセキュリティ、ソフトのアップデート

処理、地域限定性、インターネット独自の機能、フタかぶせ、費用負担）に対する評

価 

の３つの要素に分けて調査結果について分析を行ったところ、その結果概要は図１－27の

とおりであった。 

 

 図１－27 要素別分析の結果概要（ミニサテライト局エリア・小規模中継局エリア） 

  

                                                        
11 Adaptive Bit Rateの略。ネット上で動画や音声のストリーミング配信を行う際に、視聴者の通信

環境に応じて自動的にコンテンツの品質・サイズを変更することができる方式のことをいう。 
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ウ 映像等関連要素（画質、ABR、遅延、音声）に対する評価 

 

a 画質（画質の「鮮明さ」、「文字の読みづらさ」） 

調査Ａにおいて、映像（画質）は地上波放送番組との違いを「全く感じなかった」

との回答が多かった。 

 
図１－28 映像等関連要素：a 画質（調査Ａ） 

 

32型では、地上波放送番組との違いを感じなかったとの回答が多かったが、ネット

同時配信番組の中画質では、「ある程度感じた」という回答も多かった。 

65型では、32型と比較して、地上波放送番組との違いを感じたとする回答が増加し

たが、同時配信番組の高画質では「あまり感じなかった」又は「全く感じなかった」

との回答も多かった。 

 
図１－29 映像等関連要素：a 画質（鮮明さ（調査Ｂ）） 
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「文字の読みづらさ」は地上波放送番組との違いを感じないとの回答が多かった。 

65型の同時配信番組の中画質では、違いを感じたとする回答が増加した。 

 

図１－30 映像等関連要素：a 画質（文字の読みづらさ（調査Ｂ）） 

 

b アダプティブビットレート（ABR） 

ABRは、できれば無いのが望ましいとの回答が約７割と多かった。 

一方で、実際にABRの発生を体験したと感じた被験者の割合と「視聴中の画質の低下

は全く受け入れられない」と回答した被験者の割合に乖離があり、ABR発生の体験と受

容性は必ずしも一致してないことが推察される。 

 

図１－31 映像等関連要素：b ABR 
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なお、調査Ａの各世帯では、テレビの下り回線の速度を計測した。 

NHKプラスやTVerの推奨速度とされる３Mbps～６Mbps以下の被験者は１名のみであ

り、大半の被験者で良好な画像品質での視聴をし、ABRの発生頻度も低かったものと推

測される。 

 

図１－32 各世帯における通信速度 

 

c 遅延 

30秒程度の遅延については、「全く影響がない」又は「あまり影響がない」との回答

が約８割と多く、受容性は高かった。 

 
図１－33 映像関連要素：c 遅延 
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d 音声 

音声については、調査Ａ、調査Ｂともに地上波放送番組との違いを感じた被験者は

少なく、受容性が高かった。 

 

図１－34 映像等関連要素：d 音声 
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エ 放送機能関連要素（副音声、字幕、緊急地震速報、チャンネル切替え等、番組表、ザ

ッピング、データ放送、録画）に対する評価 

e 副音声 

副音声のニーズについては、「あるほうがよい」と「なくてもよい」がともに約４割

と意見が分かれた。 

ヒアリング調査からは、自分は使わないがあったほうがよいとの発言が多く、社会

的な必要性を意識した回答となっている可能性があることが見て取れる。 

 

図１－35 放送機能関連要素：e 副音声 

f 字幕 

字幕は、「極めて重要だ」又は「あるほうがよい」との回答が７割となりニーズが高

かった。 

ヒアリング調査では、耳の悪い方への配慮など社会的な重要性を指摘する声のほか、

自身の耳が悪くなることへの懸念も聞かれた。 

 
図１－36 放送機能関連要素：f 字幕 
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g 緊急地震速報 

緊急地震速報は、特に「極めて重要だ」とする回答が65％と多かった。 

ヒアリング調査からは、スマホにも通知が届くとの発言が多かったことが見て取れ

る。 

 
図１－37 放送機能関連要素：g 緊急地震速報 

 

h チャンネル切替え等 

調査Ａの被験者はFire TV Stick上で動作するアプリを操作したが、「難しくない」

又は「慣れそうだ」との回答が約９割と多く、操作感が異なっても受容性は高かった。 

調査Ｂでチャンネル切替えのスムーズさについて、違いを感じた被験者は「切替え

が遅い」と回答した。 

 
図１－38 放送機能関連要素：h チャンネル切替え等  
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i 番組表 

テレビ上に「番組表を表示する機能は不可欠だ」という回答が６割強と多く、ニー

ズが高かった。 

ヒアリング調査からは、今日見るテレビは新聞のテレビ欄から探すとの話も多かっ

たが、その上でテレビでの表示も必要だと回答したことが見て取れる。 

 
図１－39 放送機能関連要素：i 番組表 

 

j ザッピング 

「観たい番組を簡単に探せるのであればザッピング以外の方法でも構わない」との

回答が約７割と多かった。Fire TV Stick上で動作するアプリを被験者自らが操作し

た調査Ａでも同様の傾向であった。 

 

図１－40 放送機能関連要素：j ザッピング 
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k データ放送 

データ放送は、「極めて重要」又は「あるほうがよい」との回答が８割弱となり、ニ

ーズが高かった。 

ヒアリング調査からは、自分が使うか使わないかは半々であったが、いずれもあっ

たほうがよいと考えていることが見て取れる。 

 

図１－41 放送機能関連要素：k データ放送 

 

l 録画 

録画は、「見逃し視聴機能があっても自宅のレコーダーでの録画もできたほうがよ

い」との意見が半数強と多数であった。 

レコーダーの代替としての見逃し視聴期間については意見が分かれるが、２週間～

１ヶ月分との回答が多かった。 

 

図１－42 放送機能関連要素：l 録画 
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オ その他要素（インターネット速度、サイバーセキュリティ、ソフトのアップデート処

理、地域限定性、インターネット独自の機能、フタかぶせ、費用負担）に対する評価 

 

m インターネット速度 

普段のインターネットの速度が気になるかについては、世帯の状況によって回答が

分かれた。 

テレビ以外の端末への影響については、半数が現時点ではあまり気にならないと回

答した。 

 
図１－43 その他要素：m インターネット速度 

 

n サイバーセキュリティ 

「非常に気になる」又は「やや気になる」との回答が約８割と多かった。 

 

図１－44 その他要素：n サイバーセキュリティ 
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o ソフトのアップデート処理 

自動アップデートを約半数が望んでいる。アップデート自体無いほうがよいとの回

答も約１割あった。 

 

図１－45 その他要素：o ソフトのアップデート処理 

 

p 地域限定性 

インターネットであれば、離れた地域の放送番組も視聴したいとの回答が約７割と

多かった。 

 

図１－46 その他要素：p 地域限定性 
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q インターネット独自の機能 

インターネット独自の機能として、約半数がPCやスマホでの視聴を利用したいと回

答した。 

視聴データ活用は、セキュリティ上の不安よりも、便利な機能への期待が上回った。 

 

図１－47 その他要素：q インターネット独自の機能 

 

r フタかぶせ 

フタかぶせは「できれば無いのが望ましい」又は「受け入れられない」との回答が

約７割と多かった。特に、「できれば無いのが望ましい」が半数強と多かった。他方、

「インターネット経由ならではの事象だとして、受け入れられる」との回答が約３割

あった。 

フタかぶせが実際に発生した調査Ｂと発生頻度が低いと考えられる調査Ａでも、調

査結果はほとんど変わらなかった。 

 

図１－48 その他要素：r フタかぶせ 
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s 費用負担 

番組視聴がインターネット経由になった場合の費用を尋ねたところ、「一定程度の

費用負担はやむを得ない」との回答が６割強と多かった。 

 

図１－49 その他要素：s 費用負担 

 

（２）辺地共聴施設エリア 

① 調査結果の分析・評価の枠組み 

調査結果の分析・評価の枠組みとして、ミニサテライト局エリア及び小規模中継局エリ

アと同様、総合分析と要素別分析の２つに分け、各視点から調査結果の分析・評価を行っ

た。総合分析では、辺地共聴施設エリアにおいてケーブルテレビによる番組視聴に切り替

えた場合の総合的な受容性評価（以下「ケーブルテレビ視聴に対する総合的な受容性評価」

という。）について分析・評価を行った。また、要素別分析では、切替えの案内方法や説明

会の在り方等について分析・評価を行ったほか、参考調査として、機能面での将来の放送

の在り方について分析・評価を行った。 

 

② 総合分析 

①で示した枠組みのとおり、総合分析では、ケーブルテレビ視聴に対する総合的な受容

性評価について分析・評価を行った。 

ア ケーブルテレビによる番組視聴に対する総合的な受容性評価 

図１－50で示したとおり、調査においては、「（辺地共聴施設による）従来の視聴方式

からの切り替えについてどのように捉えますか。視聴面（画質・音声）、機能面から最も

近い考えをお答えください。」との質問を行っている。これに対する回答を被験者におけ

る「ケーブルテレビ視聴に対する総合的な受容性評価」と位置付け、その結果について

分析を行ったところ、「全く問題なく受け入れられる」との回答が 84％、残りの回答は

全て、「少し違和感はあるが受け入れられる」となり、全ての被験者が受け入れられると

の結果が得られた。 

なお、「少し違和感があるが受け入れられる」とした３名の被験者について、ヒアリン
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グの際、調査員がその内容を尋ねたところ、切替えの必要性に対する疑問や切替え後の

費用負担の増加、また、本調査自体への違和感であることが判明した。 

 

図１－50 ケーブルテレビ視聴に対する総合的な受容性評価 

辺地共聴施設エリア 

 

③ 要素別分析 

①で示した枠組みのとおり、要素別分析では、図１－15 の調査項目のうち、「ケーブル

テレビ視聴に対する総合的な受容性評価」以外の設問に係る調査結果について分析を行っ

たところ、その結果概要は以下のとおりである。 

 

イ その他要素（費用負担、案内の在り方、説明会） 

a 費用負担 

辺地共聴施設エリアにおいては、番組を視聴するため、共聴組合費用の負担が視聴

者に求められるが、ケーブルテレビに切り替わることで費用負担が変わることがある。

この費用について最も近い考えを尋ねたところ、「現状と同程度ならよい」との回答

が約７割と多かった。 
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図１－51 その他要素：a 費用負担 

 

b 案内の在り方 

ケーブルテレビへの切替え案内の在り方について尋ねたところ、町会長・自治会長・

組合長や行政機関からの案内だと安心できるとの回答が多かった。また、案内の媒体

としては、「地域の回覧板」が安心との回答が多数を占めた。 

 
図１－52 その他要素：b 案内の在り方 

 

c 説明会 

ケーブルテレビへの切替えに係る共聴組合員への説明会について尋ねたところ、対

面の説明会について、「とても重要である」又は「あったほうがよい」との回答が約

95％と多かった。また、あると良いと思う開催方法は、今般の実証事業において実施

したような対面（集合）での説明を希望との回答が多かった。さらに、被験者に対す

るヒアリングでは、高齢者への配慮が重要だとのコメントが複数あった。 
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図１－53 その他要素：c 説明会 
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第２章 放送アプリケーションに関する基礎的調査 

 

ブロードバンド代替において発生する費用には、通信に関するものと放送アプリケーショ

ンに関するものがあるが、１次取りまとめにおいては、通信に関する費用を中心に検討を行

い、放送アプリケーションについては限られた検討期間の中で要件・構成・費用について十

分に検討を行うことができなかった。 

そこで、今般、実証事業の基礎的調査の一環として、放送アプリケーションの構成及び費

用構造についての分析等を行った。 

 
図２－１ ブロードバンド代替後に発生する費用の構造と放送アプリケーションの範囲 

 

１．調査方法 

（１）調査の進め方 

放送アプリケーションの基礎的調査の進め方としては、調査に協力をいただくベンダー

（以下「協力ベンダー」という。）に、１次取りまとめにおいて示された内容に基づき、放

送アプリケーションに関する構成・費用の提示を依頼し、その結果を分析する方法を採用し

た。具体的には、協力ベンダーに対して調査の背景等について必要な説明を行いつつ、費用

試算の具体的な依頼を行った。説明においては、１次取りまとめにおいて示された放送アプ

リケーションに関する情報12をインプットとして提示し、その情報を踏まえつつ、協力ベン

ダーにおいて詳細な検討が行われた。 

 

                                                        
12 １次取りまとめにおける「図表２－３ 想定する放送アプリケーションのシステム構成」、「図表

２－４ 想定する放送アプリケーションの主な構成要素」、「参考資料１．仮置きした品質・機能要

件」等。 
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（２）協力ベンダー 

協力ベンダーについては、調査スケジュール等を勘案し、対応可能な２社に協力をいただ

くこととした。その際、放送アプリケーションについて、なるべく多くの選択肢を検討でき、

多様な視点が含まれるよう、事業規模、取扱実績、通信事業との関わり等が異なるベンダー

に依頼することとした。 

その結果、協力ベンダーとしては、株式会社インターネットイニシアティブ及び株式会社

Ｊストリームに協力をいただくこととなった。 

 

図２－２ 協力ベンダー概要 

 

（３）協力ベンダーにおける検討スコープ 

協力ベンダーにおける検討スコープは図２－３に赤枠で示したとおりである。１次取りま

とめにおいて示された放送アプリケーションの構成を一例とした上で、放送局から送出され

る番組コンテンツがインターネットを経由して受信世帯内の端末に届けるまでのシステム

一式（端末を含む。）を対象とした。 
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図２－３ 協力ベンダーにおける検討スコープ 

２．調査結果 

（１）協力ベンダーによる提案 

提案のあった放送アプリケーションのソリューションとして、１社からは、サービス提供

型で、配信プラットフォームを東西１ヶ所ずつに集中配置する案（以下「Ａ案」という。）

が示され、もう１社からは、個別開発・オンプレミス型で、配信プラットフォームを全国に

分散配置する案（以下「Ｂ案」という。）が示された。 

 

① Ａ案の内容 

Ａ案は、１次取りまとめにおいて示された放送アプリケーションの構成を踏襲するもの

で、一般的な放送コンテンツのネット同時配信の形態に近いものとなっている。配信プラ

ットフォームは、サービス提供型であり、東京と大阪に１ヶ所ずつ配置される。放送コン

テンツが地域の放送局のリアルタイムエンコーダから広域イーサネット回線を通じて配

信プラットフームに送信され、それをCDN13を通じて受信世帯の端末に配信するシステムと

なっている。 

端末については、様々な方式の中から、STB14型のハードウェアとAndroid等の標準OSに

搭載可能なアプリケーションの組合せが採用されている。録画ニーズへの対応については、

配信プラットフォームに見逃し配信機能を実装することとしている。 

検討された主な機能として、「STB端末」、「画質=1080p～232p」、「ABR」、「音声２ch」、「字

                                                        

13 Content Delivery Networkの略。Web上で送受信されるコンテンツを効率的に配送するために構

築されたネットワークのことをいう。また、これを利用して顧客企業のコンテンツを高速に配信す

るサービス（CDNサービス）のことをいう。 
14 Set Top Boxの略。ディスプレイやテレビ、デジタルサイネージなどの画面表示装置に接続し、表

示すべき映像信号を送り出す働きをする機器の総称をいう。分野や時代によって接続先や機能が異

なる。 
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幕」、「緊急情報」、「DRM15」、「アクセス制御」及び「EPG16」が挙げられる。 

放送局における工事については、一般的な放送コンテンツのネット同時配信と同様に、

リアルタイムエンコーダの設置、マスター設備との接続、配信プラットフォームに放送コ

ンテンツを送信するための回線の敷設等が必要となる。 

運用・サポートについては、基本的なハードウェア保守とサービス提供される機能のサ

ポートのみが含まれており、システム監視、ユーザーサポートは含まれていない。 

 

図２－４ Ａ案の全体構成・アーキテクチャ 

 

② Ｂ案の内容 

Ｂ案は、ブロードバンド代替の対象地域と同じ内容の放送波を配信プラットフォームに

おいて受信し、受信した放送波から映像データとメタデータを放送波ごとに生成し、それ

らを多重化した上で、配信制御・管理を行いつつ、CDNを通じて受信世帯の端末に配信す

る、独自のシステムとなっている。配信プラットフォームの各機能については、個別開発

が中心であり、基本的にDC17にオンプレミス型で設置される。配信プラットフォームは、

ブロードバンド代替の対象地域と同じ内容の放送波を受信するため、当該地域が所在する

放送エリアにおけるDCに設置されることになることから、全国に分散配置されることにな

る。 

端末については、Androidのネイティブアプリを提供することのみを前提としている。

録画ニーズへの対応については、見逃し配信機能を実装することが可能とされているが、

提案においては機能概要の検討のみが行われ、具体的な費用は提示されていない。 

                                                        
15 Digital Rights Managementの略。デジタルデータとして表現されたコンテンツの著作権を保護

し、その利用や複製を制御・制限する技術の総称をいう。音声・映像ファイルにかけられる複製の制

限技術などが有名だが、広義には画像ファイルの電子透かしなども含まれる。 
16 Electronic Program Guideの略。テレビやパソコンなどの画面に、テレビの番組表を表示するシ

ステムのことをいう。 
17 Data Centerの略。外部へ機能やサービスを提供するためのサーバコンピュータなどを設置、運用

するための施設のことをいう。 
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検討された主な機能として、「Androidネイティブアプリ」、「スマートデバイスでの視聴」、

「画質=720p」、「音声２ch」、「字幕」、「データ放送」及び「EPG」が挙げられる。「アクセス

制御18」については、機能概要の検討のみが行われ、具体的な費用は提示されていない。 

放送局側の工事については、放送波を利用するため不要となる。 

運用・サポートについては、基本的なハードウェア保守とシステムのサポート（平日の

日勤帯のみ）が含まれており、Ａ案と同様、システム監視、ユーザーサポートは含まれて

いない。 

 

図２－５ Ｂ案の全体構成・アーキテクチャ 

 

（２）Ａ案・Ｂ案の分析 

分析の手順としては、まず、放送アプリケーションの実現に当たり、主要な関係者に影響

があると想定され、かつ、それぞれのソリューションの特徴が現れやすい項目を設定の上、

それぞれのソリューションの定性的な特徴の洗い出しを行った（各ソリューションの特徴の

分析）。 

次に、それぞれのソリューションにおける試算された費用に基づき、放送アプリケーショ

ンの費用の構成の分析を行うとともに、費用に影響を与える要素の分析を行った（費用構造

分析）。なお、協力ベンダーからは、既存サービスを適用している部分については該当サー

ビスの標準価格（定価）、その他の個別開発部分については類似案件の費用を参考にした概

算価格が必要な費用として提示されたことから、実際の放送アプリケーションの構築・運用

に関わる費用と乖離している可能性を考慮し、費用の構造を中心に示すこととした。 

  

                                                        
18 Ｂ案では「配信先管理」と呼んでいる。 
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① 各ソリューションの特徴の分析 

協力ベンダー２社から提案のあったソリューションについて、定性的な特徴の分析を行

った。分析に当たっては、「モノ」、「ヒト」、「情報」及び「カネ」の４つの視点を設定した

上で、放送アプリケーションの導入・運用に際して、主要な関係者に影響があると想定さ

れ、かつ、それぞれのソリューションの特徴が現れやすい項目として14項目を設けた。分

析結果の概要は、図２－６のとおりである（詳細は参考資料２参照）。 

 

図２－６ 各ソリューションの特徴（概要） 

なお、「仮置きした品質・機能要件」との対応関係は、図２－７のとおりである。 

 

図２－７ 「仮置きした品質・機能要件」との対応関係 
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② 費用構造分析 

ア 費用構造分析の前提条件 

費用構造分析に当たっては、以下のとおり前提条件を設定した。 

 

a １世帯当たりのトラヒック量 

費用構造分析に用いる１世帯当たりの平均のユニキャストのトラヒック量は、

1.70Mbpsとした。これは、１波当たりのトラヒック量「最大6.0Mbps／波（1080pの場

合）」に、１世帯当たりの同時視聴数「２波／世帯」、平均視聴率「14.2％」を乗じて

算出したものである。ただし、１波当たりのトラヒック量や同時視聴数は最大値を採

用しているため、実際のトラヒック量と比較して上振れの可能性がある。 

 
図２－８ １世帯当たり平均のトラヒック量 

b 地上デジタルテレビジョン放送の波数 

費用構造分析に用いる地上デジタルテレビジョン放送の波数については、47都道府

県の平均値は6.11波、中央値は６波であることから、６波と中心とすることとした。 

 
図２－９ 都道府県別の地上デジタルテレビジョン放送の波数 
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c 費用構造分析のシナリオ 

費用構造分析に当たり、Ａ案とＢ案に共通のシナリオを設定した。 

１次取りまとめにおける通信に関する費用の分析については、対象となる費用項目

の多くが世帯数に応じて発生するものと見なすことができるものであったことから、

単一の放送設備（中継局）を対象とした方法、いわゆるミクロ分析の手法により経済

合理性の分析を行ったが、今般の放送アプリケーションに関する費用については、世

帯数に依存しない固定費が無視できないためミクロ分析の手法により分析を行うこと

は難しいと判断し、ブロードバンド代替を特定の一定程度の地域に適用した場合を想

定した方法、すなわち、マクロ分析の手法により行うこととした。 

これにより、費用構造分析の対象地域、対象世帯数を特定する必要が生じるところ、

費用構造分析の対象地域については、ブロードバンド代替はミニサテライト局が比較

的多い都道府県において実施される可能性が高いと考え、第２回検討会資料２－４

（NHK資料）を参考に、ミニサテライト局が比較的多い都道府県を選定した。また、Ｂ

案の提案が６波の地域を対象としている（放送波ごとのデータ生成が１都道府県当た

り６波の受信・処理を前提としている）ことから、６波以下の都道府県を選定した。 

費用構造分析の対象世帯数については、ブロードバンド代替の対象となることが想

定される設備、すなわち小規模中継局、ミニサテライト局及び辺地共聴施設のカバー

世帯数は、第２回検討会資料２－４（NHK資料）から、全世帯数の約５％であることが

読み取れるところ、費用構造分析の対象地域としてミニサテライト局が比較的多い都

道府県を選定することを踏まえ、その半数である全世帯数の2.5％とした。 

 

図２－10 費用構造分析のシナリオの設定方法 

 

具体的に設定した費用構造分析のシナリオとしては、６波以下でミニサテライト局

が多い上位４県である鹿児島県、高知県、岩手県及び熊本県においてブロードバンド

代替を導入する場合を想定することとした。 

費用構造分析の対象世帯数については、各県の総世帯数の2.5％に当たる世帯数（鹿

児島県：20,272世帯、高知県：8,767世帯、岩手県：13,307世帯、熊本県：19,912世帯）
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を合計した62,258世帯19とした。また、費用構造分析の対象波数は、各県の波数（鹿児

島県：５局６波、高知県：４局５波、岩手県：５局６波、熊本県：５局６波）を合計

すると、23波となる。 

なお、本シナリオは、あくまでも、費用構造分析のための設定であり、実際のブロ

ードバンド代替の予定を表すものではない。 

 

d 対象期間 

費用構造分析の対象期間については、各ソリューションにおいては新規にハードウ

ェアを導入することになるところ、一般的に、ハードウェア保守サービスの提供期間

は最長５年となっていることから、５年とした。 

 

e その他の前提条件 

上記のほか、Ａ案、Ｂ案それぞれについて、以下のとおり前提条件を設定した。 

【Ａ案】 

・ アクセス制御については、「ユーザーID」に基づいた判別を行うパターンで試算

する。 

・ 端末については、各視聴世帯に１台のSTBを提供することとする。 

【Ｂ案】 

・ 「放送波毎データ生成」の構成に関して、下表の２パターンの概算費用の提示

があったが、エンコーディングのビットレート等、Ａ案における条件に比較的近

いパターン②を採用する。 

パターン データ分離 配信制御・管理 配信トラヒック 

① X社 既存 CDN設備の利用 想定される平均トラフィック量の半分 

（0.85Mbps/世帯） 

② Z社 独自設備構築 想定される平均トラヒック量相当 

（1.70Mbps/世帯） 

・ 「配信制御・管理」について、当初の協力ベンダーから示された見積りにおい

て対象世帯数を3,000としていたが、示された構成としては最大10,000世帯まで対

応可能であることから、各県の対象世帯数を10,000で除した数のシステムの設置

を仮定する（「放送波毎データ生成」、「配信オリジンデータ生成」の費用について

は、対象世帯数に影響しないとする。）。 

・ 設計費用は、3,000世帯に対する１つの配信プラットフォーム構築に対する金額

と同額とする（放送局ごとの個別対応等がない場合。）。 

・ 都道府県別の波数において「６波」の県が一番多く平均的であることから、６

波を前提に検討を行う。このため、５波以下の都道府県については、波数ごとの

費用が明確な項目に関してはそれを考慮し、不明な項目に関しては６波のシステ

ムの費用を採用する。 

  

                                                        
19 世帯数は「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数」（令和４年１月１日現在）に記載の

世帯数を使用。 
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イ Ａ案における費用構造分析の結果 

a 放送アプリケーションの費用構成に関する分析 

放送アプリケーションの費用の構成について分析を行った。具体的には、放送アプ

リケーションの構成要素を「放送局から配信プラットフォームに接続される手前まで

の区間」、「配信プラットフォームと接続されるネットワーク」、「インターネット区間」、

「受信世帯内」の４つに区分した上で、各区分を対象に、発生する費用項目、ブロー

ドバンド代替が全国に展開された場合における総費用に影響する数量について検討を

行った。 

まず、「放送局から配信プラットフォームに接続される手前までの区間」の区分にお

いては、リアルタイムエンコーダのハードウェア（２台分の機器提供・５年間の保守）、

広域イーサネットサービス（100Mbps・２回線）に係る費用が発生するとの結果であっ

た。これらの費用は波数に影響を受けることから、同区分における「総費用に影響す

る数量」は「波数」であると考えられる。ただし、マスターからリアルタイムエンコ

ーダを接続するための設備や機器設置等に係る工事費等は考慮していない。 

「配信プラットフォームと接続されるネットワーク」の区分においては、オリジン

サーバ（リアルタイム配信用トランスコード・パッケージャ、見逃し配信用トランス

コード・パッケージャ・ストレージから構成）、DRM、番組管理表、アクセス制御及び

緊急速報に係る費用が発生するとの結果であった。これらの費用には波数に影響を受

けるものと固定費であるのものとがあることから、同区分における「総費用に影響す

る数量」は「波数」及び「固定費」であると考えられる。 

「インターネット区間」の区分においては、CDNの利用に係る費用が発生するとの結

果であった。この費用はトラヒック量、すなわち、１世帯当たりの平均のトラヒック

量と世帯数に影響を受ける一方、１世帯当たりの平均のトラヒック量は1.70Mbpsと設

定していることから、同区分における「総費用に影響する数量」は「世帯数」である

と考えられる。 

次に、「受信世帯内」の区分においては、STBのハードウェア、Android等の標準OSに

基づく視聴アプリケーションのソフトウェアに係る費用が発生するとの結果であった。

これらの費用には世帯数に影響を受けるものと固定費であるのものとがあることから、

同区分における「総費用に影響する数量」は「世帯数」及び「固定費」であると考え

られる。 



５０ 

 

 
図２－11 Ａ案における放送アプリケーションの費用構成 

 

b 放送アプリケーションの費用に影響を与える要素に関する分析 

続いて、放送アプリケーションの費用に影響を与える要素について分析を行った。

具体的には、上記aの結果に基づき、試算された費用を「固定の費用」、「波数で変化す

る費用」、「配信プラットフォームの数で変化する費用」及び「世帯数で変化する費用」

の４つに分類した上で、費用の多寡に影響を与える主要な要素について検討した。 

「固定の費用」については、その内訳としてDRM、番組表管理、アクセス制御、緊急

速報及び視聴アプリケーションに係る費用が挙げられる20ところ、今般の費用構造分

析のシナリオを用いた場合、費用の総額に占める割合は、10％程度であった。 

「波数で変化する費用」については、その内訳としてリアルタイムエンコーダ、広

域イーサネット回線、配信プラットフォームにおける機器・ラック、配信サービスの

基本料金及びオリジンサーバに係る費用が挙げられる21ところ、今般の費用構造分析

のシナリオを用いた場合、費用の総額に占める割合は、20％程度であった。 

「配信プラットフォームの数で変化する費用」については、その内訳として挙げら

れる費用がなかった。 

「世帯数で変化する費用」については、その内訳としてCDN及び端末に係る費用が挙

                                                        
20 これらは個別開発によって提供される品目であり、金額は類似案件に基づく概算費用である。ま

た、これらの費用は、厳密にはブロードバンド代替の対象となる端末数の総数にも依存するが、今般

は簡便のため定数とみなした。また、視聴アプリケーションに係る費用は、端末に搭載される１種類

の標準 OSへの対応と仮定した。また、これらの費用は、ユーザインターフェースやロジック等の設

計・デザインに関しては単純なものを想定した。 
21 これらはサービス提供される品目等であり、金額は標準定価である。また、これらの費用は、標

準サービス内での機能・サービス提供を想定した。 
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げられる22ところ、今般の費用構造分析のシナリオを用いた場合、費用の総額に占める

割合は、70％弱程度であった。なお、これらの費用には、システム監視、ユーザーサ

ポート、プロジェクト管理に係る費用は含まれていない。 

以上の結果、Ａ案については、今般の費用構造分析のシナリオを用いた場合、「世帯

数で変化する費用」が放送アプリケーションの費用総額の約３分の２を占めることが

分かった。 

 

この結果について、ブロードバンド代替における経済合理性の観点から考察すると、

Ａ案においては、放送設備当たりの受信世帯数が少ない地域にあっては、「世帯数で変

化する費用」を抑制することができると考えられ、その所在する放送エリアにおける

波数が少ない地域にあっては、「波数で変化する費用」を抑制することができると考え

られることから、ブロードバンド代替は、こうした地域をなるべく多く束ねて適用し、

対象世帯数を増やすことで、「固定の費用」の経済性を高めることができ、経済合理性

を見出しやすくなるものと考えられる。 

なお、今般の費用構造分析では、個別開発が必要なものが含まれている等、不確定

要素を含んでいるところ、試算された金額について、過小評価されている部分、過大

評価されている部分があり得る点には留意が必要である。 

 
図２－12 Ａ案における放送アプリケーションの費用に影響を与える要素 

  

                                                        
22 これらはサービス提供される品目等であり、金額は標準定価である。また、CDNに係る費用は、ト

ラヒック流量をもとに課金されるが、一部トラヒック量は配信サービスの基本料金に含まれる。ま

た、端末のハードウェアに係る費用は、一定量の発注台数をコミットした場合の概算費用をもとに

算出している。 
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ウ Ｂ案における費用構造分析の結果 

a 放送アプリケーションの費用構成に関する分析 

Ａ案と同様に、放送アプリケーションの費用の構成について分析を行った。具体的

には、放送アプリケーションの構成要素を「配信プラットフォームと接続されるネッ

トワーク」、「インターネット区間」、「受信世帯内」の３つに区分した上で、各区分を

対象に、発生する費用項目、ブロードバンド代替が全国に展開された場合における総

費用に影響する数量について検討を行った。 

「配信プラットフォームと接続されるネットワーク」の区分においては、コロケー

ション、LAN・インターネット回線（１～10G・DDoS対策込み）、保守用接続、放送波毎

データ生成、配信オリジンデータ生成に係る費用が発生するとの結果であった23。これ

らの費用には波数又は配信プラットフォームの設置数に影響を受けるものと固定費で

あるものとがあることから、「総費用に影響する数量」は「波数」、「配信プラットフォ

ームの設置数」及び「固定費」であると考えられる。 

「インターネット区間」の区分においては、配信制御・管理、CDN（導入・サポート

を含む。）に係る費用が発生するとの結果であった。これらの費用は配信プラットフォ

ームの設置数又は世帯数に影響を受けることから、「総費用に影響する数量」は「配信

プラットフォームの設置数」及び「世帯数」であると考えられる。 

「受信世帯内」の区分においては、視聴アプリケーション（Androidネイティブアプ

リ）のソフトウェアに係る費用が発生するとの結果であった24。この費用は固定費であ

ることから、「総費用に影響する数量」は「固定費」であると考えられる。 

 

図２－13 Ｂ案における放送アプリケーションの費用構成 

                                                        
23 放送波受信設備、見逃し配信システム、番組編成関連情報、配信先管理、システム運用・監視に係

る費用は含まれない。 
24 ハードウェア、見逃し配信対応に係る費用は含まれない。 
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b 放送アプリケーションの費用に影響を与える要素に関する分析 

続いて、Ａ案と同様に、放送アプリケーションの費用に影響を与える要素について

分析を行った。具体的には、上記aの結果に基づき、試算された費用を「固定の費用」、

「波数で変化する費用」、「配信プラットフォームの数で変化する費用」及び「世帯数

で変化する費用」の４つに分類した上で、費用の多寡に影響を与える主要な要素につ

いて検討した。さらに、その結果について、ブロードバンド代替における経済合理性

の観点から考察した。 

「固定の費用」については、その内訳として要件定義・全体設計、放送波毎データ

生成（データ分離）のソフトウェア及び視聴アプリケーションに係る費用が挙げられ

る25ところ、今般の費用構造分析のシナリオを用いた場合、費用の総額に占める割合

は、１％以下であった。 

「波数で変化する費用」については、その内訳として「放送波毎データ生成」内の

データ分離（チューナー）及び「放送波毎データ生成（データ分離）」のソフトウェア

に係る費用が挙げられる26ところ、今般の費用構造分析のシナリオを用いた場合、費用

の総額に占める割合は、１％以下であった。 

「配信プラットフォームの数で変化する費用」については、その内訳としてDC関連

設備（ラック、インターネット回線、LAN機器等）、放送波毎データ生成（機器等）、配

信オリジンデータ生成、CDN（サポート）に係る費用が挙げられる27ところ、今般の費

用構造分析のシナリオを用いた場合、費用の総額に占める割合は、10％程度であった。 

次に、「世帯数で変化する費用」については、その内訳として配信制御・管理（仮想

サーバ、ロードバランサー）及びCDNに係る費用が挙げられる28ところ、今般の費用構

造分析のシナリオを用いた場合、費用の総額に占める割合は、90％程度であった。な

お、これらの費用には、平日の日勤以外の保守、システム監視、ユーザーサポート等

                                                        
25 これらは個別開発によって提供される品目であり、金額は類似案件に基づく概算費用である。要

件定義・全体設計の費用は、規模や特殊性・複雑性、スコープ等によって変化するが、類似の単純な

リアルタイム配信の事例を想定した。「放送波毎データ生成（データ分離）」のソフトウェアに係る費

用は、対象のソフトウェア開発費用を固定費とライセンス費（波数×利用期間）と設定した。視聴ア

プリケーションに係る費用は、端末に搭載される Android ネイティブアプリを開発し、ユーザイン

ターフェースやロジック等の設計・デザインに関しては単純なものを想定した。 
26 これらは個別開発によって提供される品目であり、金額は類似案件に基づく概算費用である。「放

送波毎データ生成」内のデータ分離（チューナー）に係る費用は、各配信プラットフォームに予備機

（コールドスタンバイ）を設置することを想定した。「放送波毎データ生成（データ分離）」のソフト

ウェアに係る費用は、対象のソフトウェア開発費用を固定費とライセンス費（波数×利用期間）と設

定した。 
27 これらは個別開発によって提供される品目であり、金額は類似案件に基づく概算費用である。DC

関連設備、放送波毎データ生成及び配信オリジンデータ生成に係る費用は、各配信プラットフォー

ムに設置される主な機材が含まれているが、各 DCの固有の状況やキャパシティに応じた設計等は十

分に考慮できておらず、また、都内の DCの一般的な価格をもとに推計している。DC関連設備と CDN

のサポート費用は、１DC当たりの費用を単純積算とした。 
28 これらはサービス提供される品目等であり、金額は標準定価である。配信制御・管理の費用は、

配信制御・管理機能は独自設備構築とし、１万世帯ごとに１セットのハードウェアを必要と見積も

るが、実装形態も含めて十分に検討・考慮できていない。CDNに係る費用は、総トラヒック量に対し

て１GB当たりの単価を単純積算とした。 
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は含まれていない。 

以上の結果、Ｂ案については、「世帯数で変化する費用」が放送アプリケーションの

費用総額の大半（90％程度）を占めるとの結果となった。 

Ｂ案については、アクセス制御や録画ニーズへの対応に関連する費用が含まれてい

ない等、不確定要素を多く含んだ試算結果であるため、経済合理性について議論する

ためには、更なる検討により試算の精度を向上させる必要があるものと考えられる。 

 
図２－14 Ｂ案における放送アプリケーションの費用に影響を与える要素 

 

（３）放送アプリケーションの費用構造分析を踏まえたコスト試算モデル 

１次取りまとめにおいては、放送事業者等がブロードバンド代替を検討する際に必要とな

る費用の算定方法の外形的手順等を表現した「参照モデル」を提示したが、その対象は通信

に関する費用に留まっていた。 

このため、今般、放送アプリケーションの費用構造分析の結果を踏まえ、通信に関する費

用のほか、放送アプリケーションに関する費用も含めた形で、ブロードバンド代替に必要な

費用を算定するための方法（以下「コスト試算モデル」という。）を取りまとめた。 

なお、今般のコスト試算モデルは、放送アプリケーションについて、構成する各機能の費

用算定方法が一定程度明確となっているＡ案を前提としている。また、１次取りまとめにお

いて示した「仮置きした品質・機能要件」に基づいたものであるため、放送事業者等が実際

の費用を試算する際にはその時点での「品質・機能要件」に基づく必要がある。さらに、放

送アプリケーションに関する費用は、特定の地域における総費用であり、１放送事業者当た

りの費用ではないことのほか、各ステークホルダの費用負担・按分方法には触れていない点

にも留意が必要である。 
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 ブロードバンド代替のコスト試算の前提として、まず、代替の対象となる放送設備（小規

模中継局等）の決定、候補エリア及び受信世帯の特定が必要となる。 

候補エリアの特定においては、ブロードバンド代替に係る通信や放送アプリケーションに

関する費用の分析の結果、比較的経済合理性が見出しやすい傾向29が分かっているため、こ

うした傾向に着目して放送エリア内の全放送設備の中から候補を選定する（場合によっては

複数のパターンの候補を挙げる）ことが想定される。 

 ブロードバンド代替の対象となる受信世帯を特定した後、通信に関する費用及び放送アプ

リケーションに関する費用について、それぞれ具体的に試算することとなる。通信に関する

費用のコスト試算フローは、１次取りまとめに基づき図２－16のとおりであり、また、放送

アプリケーションに関する費用のコスト試算フローは、図２－17のとおりである。 

放送アプリケーションについて、Ａ案では、ベースとなる既存のネット配信サービスに必

要な機能を追加する（カスタマイズや追加の開発等を含む。）ことによって構築している。

このため、放送アプリケーションに関する費用のコスト試算フローとしては、まず、ベース

となるネット配信サービスの選定を行った上で、「放送局から配信プラットフォームに接続

される手前までの区間」、「配信プラットフォームと接続されるネットワーク」、「インターネ

ット区間」及び「受信世帯内」の４つの区分において、放送アプリケーションとして必要と

なる設備・機能ごとの単価を調査し、固定費のほか、「波数で変化する費用」及び「世帯数

で変化する費用」については単価に波数又は受信世帯数を乗じて積算することとなる。 

 
図２－15 ブロードバンド代替のコスト試算モデル 

  

                                                        
29 通信に関する費用については、単一の放送設備当たりの受信世帯数が少ないこと。放送アプリケ

ーションに関する費用については、ブロードバンド代替を検討する範囲における合計の波数を抑え

つつ、単一の放送設備当たりの受信世帯数が少ない放送設備をなるべく多く集約すること。 
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（４）放送アプリケーションに関する基礎的調査の成果と課題 

① 成果 

今般の放送アプリケーションの基礎的調査の成果として、放送アプリケーションの構成

イメージの提示、必要機能とその実装に向けた検討ポイントの提示、構成毎の特徴を分析

する視点の提示及び費用項目と費用の多寡に影響を与える要因の明確化が挙げられる30。 

 

図２－18 今般の放送アプリケーションに関する基礎的調査により得られた成果 

 

② 課題 

今般の放送アプリケーションに関する基礎的調査では、経済合理性の評価という点で課

題が残った。 

具体的には、提案におけるシステムの仕様が曖昧であったこと、「標準定価」等を用い

て算出しているところ実際の市場価格から乖離している可能性が高いことから、経済合理

性を評価するための前提となる放送アプリケーションの費用を精緻に把握することがで

きなかった。 

また、放送アプリケーションと通信に関する費用を合わせたブロードバンド代替全体の

経済合理性を評価することができなかった。これは、既に述べたとおり、１次取りまとめ

における通信に関する費用の分析については、対象となる費用項目の多くが世帯数に応じ

て発生するものと見なすことができるものであったことから、単一の放送設備（中継局）

を対象とした方法、いわゆるミクロ分析の手法により経済合理性の分析を行ったが、今般

の放送アプリケーションに関する費用については、世帯数に依存しない固定費が無視でき

ないため、ミクロ分析の手法により分析を行うことは難しく、ブロードバンド代替を特定

の一定程度の地域に適用した場合を想定した方法、すなわち、マクロ分析の手法により行

                                                        
30 なお、今般の放送アプリケーションに関する基礎的調査の結果を踏まえ、放送アプリケーション

に係る主要論点を抽出・整理したほか、放送事業者にヒアリングを行いブロードバンド代替導入に

関する放送事業者視点での課題を整理している。これらの成果については参考資料２を参照。 
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わざるを得なかったためである。 

今後、経済合理性の評価について模索していこうとしても、競争法等に準拠しつつ、全

国レベルで実際の市場価格を用いた経済合理性の評価をオープンな場である作業チーム

において行うことには限界があると考えられる。 

 

 
図２－19 今般の放送アプリケーションに関する基礎的調査の課題 
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第３章 「仮置きした品質・機能要件」の見直し 

 

１次取りまとめにおいては、ブロードバンド代替の代替可能性について検討を行うための

前提とするため、ブロードバンド代替の配信に関する品質・機能要件を仮置きすることとし、

その要件は、ブロードバンド代替を導入するとなった場合に従来からの電波による放送と視

聴体験の程度が大きく変わることのないようにするという観点で設定した。 

この「仮置きした品質・機能要件」について、今般、実証事業の結果を踏まえ見直しを行

った。第１章の「３．調査結果の分析・評価」の総合分析及び要素別分析の結果、画質のみ

に限らず、字幕、緊急地震速報、番組表、データ放送、録画、遅延、フタかぶせ等、放送で

実現されている機能等も含めて、総合的に地上波放送と同等であることが望まれていること

が明らかとなったところであり、可能な限り地上波放送と同様の要件を追求していくことが

重要である。 

なお、今般の見直し後の「品質・機能要件」は、実際にブロードバンド代替を導入する際

の要件になるというものではなく、今後、更なる見直しは当然にあり得るものである。 

 

１．対応デバイス 

（１）テレビ 

テレビへの対応は、１次取りまとめにおいて「スマートTV向けアプリ」と仮置きし、備考

として「BB代替用STBは未検討」としていた。今般の実証事業では、Fire TV Stick上で動作

するアプリ経由で被験者に視聴いただいたところ、操作感が異なっていても受容性は高いと

の結果が得られた。実際の視聴アプリの視聴者への配布方法を考えても、スマートTV向けア

プリの実装方法として、STB、ドングル、特定のOSに依存しない形で検証すべきと考え、「BB

代替用STBは未検討」の部分を「STB、ドングル等の活用可能性や特定のOSに依存しない形で

の実現可能性を検討」に見直しを行った。 

 

（２）PC、スマホ 

PC、スマホへの対応は、コストへの影響が小さいとしつつも、１次取りまとめにおいては

特段要件とはしていなかった。一方、今般の実証事業では、約半数の被験者がPC、スマホで

の視聴も利用したいと回答され、その視聴ニーズは高いことが判明した。このため、１次取

りまとめにおいてブロードバンド代替の課題として挙げた「デジタル技術の特性を活かした

サービスの向上」の方策のひとつとして、PC、スマホでの視聴可能性についても検討を行う

べきと考え、「PC、スマホなど」を「PC、スマホなどでの視聴可能性について検討（視聴ソ

フトウェア、アクセス制御方法等）」に見直しを行った。 

 

２．確実性 

（１）伝送信号の構成 

伝送信号の構成は、１次取りまとめにおいて「IPによる配信（HLS又はMPEG-DASH）」と仮
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置きしていた。今般の実証事業では、約８割が30秒程度の遅延については「全く影響がない」

又は「あまり影響がない」と回答し、その受容性は高いという結果が得られたが、その一方、

作業チームの構成員からは、災害情報の即時性、また、若者の「ながら視聴」への対応等の

ため、CMAF31等を用いた低遅延化技術についても検証すべきではないかとの意見があった。

これらを踏まえて、低遅延化技術の検証の必要性を考慮し、備考欄の「今後検討すべき事項」

として、「低遅延配信技術（CMAF等）について検討」を追記した。 

 

（２）映像・音声・データの伝送遅延 

映像・音声・データの伝送遅延については、１次取りまとめにおいて「約30秒程度」と仮

置きし、「低遅延配信技術（CMAF等）は未検討」としていた。今般の実証事業では、約30秒

程度の遅延については受容性が高いことが判明したところ、伝送遅延の要件として「約30秒

程度」は維持しつつ、（１）の「伝送信号の構成」と同様、「今後検討すべき事項」として「低

遅延配信技術（CMAF等）について検討」に見直しを行った。 

 

（３）緊急警報信号の遅延 

緊急警報信号の遅延は、１次取りまとめにおいて「何らかの方法で緊急信号にともなう通

知を行うと考慮」と仮置きし、備考として、「緊急情報の低遅延プッシュ型配信（MTE32対応）

の実装方法と、それに伴う実現可能な性能は未検討」としていた。今般、後述する３．の「（５）

「緊急地震速報（文字スーパーによるもの）」と同様、低遅延プッシュ型配信についても検

討を行うべきと考え、「低遅延プッシュ型配信（MTE等）について検討」に見直しを行った。 

 

３．映像・音声 

（１）有効走査線数 

１次取りまとめにおいては、ABRについて特段何も仮置きをしていなかった。今般の実証

事業では、ABRに関して、できればないのが望ましいとの回答が約７割と多かったが、円滑

に配信を行う上では、ABRは必要な機能であるため、要件としては追加すべきと考え、「※ABR

機能を採用」を追記することとしている。 

 

（２）最大入力音声チャンネル 

最大入力音声チャンネルは、１次取りまとめにおいて「２ch」と仮置きし、「5.1chは未検

討」としていた。地上デジタルテレビジョン放送では、標準テレビジョン放送等のうちデジ

タル放送に関する送信の標準方式（平成23年総務省令第87号）（以下「標準方式」という。）

において5.1chと規定され33、実現もなされている。また、地上デジタル放送IP再放送におい

                                                        
31 Common Media Application Formatの略。HTTPストリーミングの新しい規格のことをいい、Apple

と Microsoft にて共通の規格として 2016 年に策定され、2018 年に ISO 国際標準化された。低遅延 

HTTP ストリーミングを実現するフォーマットとして注目を集めている。 
32 Media Timed Eventsの略。動画のシーンに応じて付与できるイベント情報のことをいう。 
33 標準方式第７条第４項において、「音声信号のうち PESパケットによるものの最大入力音声チャン

ネル数は、五チャンネル及び低域を強調する一チャンネルとする。」と規定されているとともに、第

45条第４項において、「音声信号のうち同期パケットによるものの最大入力音声チャンネル数は、五

チャンネル及び低域を強調する一チャンネルとする。」と規定されている。 
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ても、有線一般放送の品質に関する技術基準を定める省令（平成23年総務省令第95号）にお

いて5.1chと規定34されていることから、5.1chへ見直すことが適当と考え、「２ch」を「5.1ch」

に見直しを行った。なお、副音声については、今般の実証事業のヒアリング調査において、

自分は使わないがあったほうがよいとの発言が多く、社会的な必要性を意識した回答となっ

ている可能性が見て取れたほか、作業チームにおいても社会的な必要性が指摘されたところ、

主音声の5.1chとは別の音声として送る等により、地上デジタルテレビジョン放送と同様に

実現可能となる。 

 

（３）映像と音声のタイミング誤差 

映像と音声のタイミング誤差は、１次取りまとめにおいて「前提としていない」と仮置き

し、「全て未検討」としていた。動画配信サービスでは一般的に１フレーム以内が実現され

ており、また、地上デジタル放送IP再放送方式審査ガイドライン（平成23年８月１日 地上

デジタル放送補完再放送審査会）（以下「地デジIP再放送審査ガイドライン」という。）にお

いても１フレーム以内と規定されている35ことから、１フレーム以内に見直すことが適当と

考え、「１フレーム以内」に見直しを行った。 

 

（４）字幕表示タイミング誤差 

字幕表示タイミング誤差は、１次取りまとめにおいて「放送用字幕を変換して配信

（WebVTT/TTML）」と仮置きしつつ、字幕表示のタイミング精度や外字等の扱いについては「未

検討」としていた。字幕表示のタイミング精度や外字等の扱いについても検討を行うことが

適当と考え、「タイミング精度や外字等の扱いについて検討」に見直しを行った。 

 

（５）緊急地震速報（文字スーパーによるもの） 

緊急地震速報（文字スーパーによるもの）は、１次取りまとめにおいて「前提としていな

い」と仮置きし、「全て未検討」としていた。今般の実証事業では、緊急地震速報は「極め

て重要だ」との回答が65％と多く、ニーズが高いことが判明した。また、作業チームの構成

員からは、ニーズが高い緊急地震速報に関しては、CMAFを実装した上でMTEを活用した低遅

延のプッシュ型配信についても検討できるのではないかとの意見があった。さらに、地デジ

IP再放送審査ガイドラインにおいては、「文字スーパ（速報ニュース、編成ことわり、時報、

緊急地震速報など）については、映像・音声と同期表示させることなく、速やかに表示する

                                                        
34 有線一般放送の品質に関する技術基準を定める省令第 20 条において準用する第９条において、

「デジタル有線テレビジョン放送方式による有線テレビジョン放送等を行う場合のヘッドエンドの

主たる機器の入力端子（総務大臣が別に告示で定める箇所とする。第十三条、第十七条及び第二十条

において同じ。）における入力信号は、次の表の上欄に掲げる入力信号の区別に従い、それぞれ同表

の下欄に掲げる条件に適合するものでなければならない。」と規定されており、「一 デジタル放送

の標準方式のうち地上基幹放送局に係るものによる放送を受信し、そのデジタル信号を再放送する

場合」の区分の場合は、標準方式第７条第４項「音声信号のうち PES パケットによるものの最大入

力音声チャンネル数は、五チャンネル及び低域を強調する一チャンネルとする。」に規定されている

とおりとなる。 
35 地デジ IP 再放送審査ガイドラインにおいては、「２．４ 技術面の同一性」において、「⑧ＩＰ再

放送方式に起因する映像に対する音声の相対タイミング誤差は、±１フレーム以内であること。」と

規定されている。 
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ことが望ましい。」と規定されている36ことも踏まえ、「速やかに表示させることが望ましい」

に要件を見直すとともに、「低遅延プッシュ型配信（MTE等）について検討」に見直しを行っ

た。 

 

４．権利保護 

（１）サービス提供区域 

サービス提供区域（地域限定性）は、１次取りまとめにおいて「サービス提供区域/対象

者の限定を考慮」と仮置きしていた。今般の実証事業では、「インターネットであれば離れ

た地域の放送番組も視聴したい」との回答が73％となり、離れた地域の放送番組の視聴ニー

ズは高かった。一方、ブロードバンド代替は、一般的な同時配信サービスとは異なり、地上

波放送の代替となるため、そのサービス提供区域は、代替する小規模中継局等の放送エリア

と同様とすべきである。このため、「サービス提供区域は、代替する小規模中継局等の放送

エリアに同じ」に見直しを行った。 

 

（２）視聴履歴 

視聴履歴は、１次取りまとめにおいて「特殊な対応なし」と仮置きし、「視聴データ管理

の内容は未検討」としていた。今般の実証事業では、視聴データの活用に対しては、セキュ

リティ上の不安よりも、便利な機能への期待が上回る結果となったことから、１次取りまと

めにおいてブロードバンド代替の課題として挙げた「デジタル技術の特性を活かしたサービ

スの向上」の方策のひとつとして、視聴データの活用についても積極的に検討を行っていく

べきと考え、「視聴データ管理の内容は未検討」を「視聴データの活用方法について検討」

に見直しを行った。 

 

５．利便性 

（１）データ放送 

データ放送は、１次取りまとめにおいては特段何も仮置きはせず、「提供可否や変換方法

などを含めて全て未検討」としていた。今般の実証事業では、データ放送は、「極めて重要」

又は「あるほうがよい」との回答が８割弱となり、そのニーズが高かったことから、技術的

な困難さがあるとしても、データ放送で提供している情報をどう提供していくかという「提

供の在り方」を含めて検討を行うべきと考え、「提供可否や変換方法などを含めて全て未検

討」を「提供の在り方について検討」に見直しを行った。 

 

（２）電子番組ガイド 

電子番組ガイドは、１次取りまとめにおいて「番組表」を提供機能として仮置きしていた。

                                                        
36 地デジ IP 再放送審査ガイドラインにおいては、「２．３ サービス・編成面の同一性」において、

「④字幕サービスについて、画面表示形式、映像・音声に対する表示タイミングが、地上デジタルテ

レビジョン放送の電波による受信の場合と同等であること。ただし、文字スーパ（速報ニュース、編

成ことわり、時報、緊急地震速報など）については、映像・音声と同期表示させることなく、速やか

に表示することが望ましい。」と規定されている。 
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今般の実証事業では、「番組表を表示する機能は不可欠だ」との回答が６割強と多く、その

ニーズは高いといった結果が得られた。また、作業チームの構成員からは、デジタル情報で

あることのメリットをより一層活用する方策を検証する観点から、例えば、EPGからダイレ

クトにチャンネルを切り替えたり、EPGと見逃し配信の番組や、既にダウンロードした番組

等をリンクさせる機能について検証に値するとの意見があった。これらを踏まえ、「デジタ

ル技術の特性を活かしたサービスの向上」の方策のひとつとして、単に番組表を提供するだ

けでなく、「番組表からのチャンネル切替え機能」を要件に追加するほか、「今後検討すべき

事項」を「番組表と録画・ダウンロード番組や見逃し配信番組とのリンク機能について検討」

に見直しを行った。 

 

（３）録画 

録画は、１次取りまとめにおいて「録画機能、見逃し配信・ダウンロード機能などは未検

討」としていた。今般の実証事業では、56％の方が見逃し配信機能があっても録画したいと

回答し、また、見逃し配信の期間は２週間～１ヶ月という回答が多数を占めた。さらに、作

業チームの構成員からは、権利保護機能付きのファイルのダウンロードや、現行よりも長い

期間視聴可能な見逃し配信などについて、実際に実装してその機能性や受容性を検証してい

くことが必要ではないかといった意見があった。これらを踏まえ、「録画（ストリーミング

動画の蓄積）の代替機能として、ファイルダウンロード機能及び見逃し配信機能」を要件に

追加するとともに、「今後検討すべき事項」を「録画（ストリーミング動画の蓄積）の実現

可否について検討」に見直しを行った。 

 

（４）受信機の使用感 

１次取りまとめにおいては、特段何も仮置きをしていなかった。今般の実証事業では、端

末の操作性について「操作は異なるが、難しくない」又は「違和感はあるが慣れそうだ」と

の回答が89％と多く、その受容性は高かった。一方、ユーザーアクセシビリティ確保の観点

からは、可能な限り地デジ放送の受信機と同等とすべきと考え、「可能な限り、地デジ受信

機と同等の操作性」を追記した。 

 

（５）チャンネル切替え時間 

１次取りまとめにおいては、「前提としていない」と仮置きし、「全て未検討」としていた。

今般の実証事業では、チャンネル切替えについて受容性は高かったものの、ユーザーアクセ

シビリティ確保の観点からは、可能な限りシームレスな切替えを可能とすべきと考え、「前

提としていない」を「可能な限り、シームレスなチャンネル切替えが可能なもの」に見直し

を行った。 
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第４章 今後の検討課題と検討の方向性 

  

ブロードバンド代替を実際に導入するに当たっては、以下に示すように、放送法（昭和25

年法律第132号）の規定との関係をどのように考えるかといった制度面における課題、地上

テレビジョン放送事業者がどのようなプロセスによって住民の方々の理解を得ていくべき

かといった運用面における課題等、様々な課題が想定される。 

本章においては、ブロードバンド代替を実際に導入するに当たっての課題について、１次

取りまとめで例示された課題と実証事業の実施を通じて抽出された課題とに分けて示すが、

これらのほかにも制度面・運用面において様々な課題があると考えられ、今後、それら様々

な課題について具体的に検討を進めていくべきである。 

 

１．１次取りまとめで例示された課題に係る検討状況と今後の検討の方向性 

１次取りまとめにおいては、現時点で想定される課題の例示として、（１）著作権等の権

利処理、（２）地域制御の有無、（３）住民理解・受信者対策、（４）ユーザーアクセシビリ

ティの確保、（５）デジタル技術の特性を活かしたサービスの向上及び（６）放送法との関

係等の６つの課題を挙げた。これら課題の検討状況と今後の検討の方向性は、以下のとおり

である。 

 

（１）著作権等の権利処理 

フタかぶせについては、その視聴者の受容性を実証事業において確認したところ、フタか

ぶせは「できればないのが望ましい」又は「受け入れられない」との回答が約７割と多い一

方で、「インターネット経由ならではの事象だとして、受け入れられる」との回答が約３割

との結果であった。 

小規模中継局等の代替がIPユニキャスト方式により行われる場合、フタかぶせは回避され

るべきものであり、この受容性の調査結果を踏まえつつ、許諾推定規定の創設等を内容とす

る著作権法の改正（令和４年１月１日施行）によってもなお解決していない課題としてどの

ようなものが考えられ、それを解決するためにはどのような対策が必要かについて更に検討

を進めていくべきである。 

 

（２）地域制御の有無 

地域制御については、今般の「仮置きした品質・機能要件」の見直しにおいて、一般的な

同時配信サービスとは異なり、地上波放送の代替であるため、サービス提供区域は、代替す

る小規模中継局等の放送エリアに同じとすべきと考え、「サービス提供区域は、代替する小

規模中継局等の放送エリアに同じ」とした。また、地域制御手段については、IPアドレス、

GPS、ユーザーID等、複数の手段が考えられる37。 

                                                        
37 地域制御の手段について、放送アプリケーションに関する基礎的調査においては、Ａ案では郵便

番号及びユーザーID、Ｂ案ではアプリケーション IDが検討されている。 
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今後は、こうした点を踏まえ、各地域制御手段のメリット・デメリットを含め、具体的に

検討を進めていくべきである。 

 

（３）住民理解・受信者対策 

住民理解・受信者対策について、実証事業では、総合的な受容性評価として、「もし放送

の代わりにインターネット経由で番組を視聴するとなった場合に受け入れられそうですか。」

との質問に対し、ミニサテライト局エリア及び小規模中継局エリアの全体で約９割の被験者

が受け入れられるとの回答が得られた。他方、今般の実証事業は、既存のネット同時配信等

サービスを活用しての調査であったこと、被験者の数や調査対象地域の数に限りがあったこ

と等、一定の検証に留まった。また、ブロードバンド等の利用に係る費用については、「一

定程度の費用負担はやむを得ない」との回答が多かったものの、具体的に受容できる費用水

準については調査できていない。また、住民理解を得ていくためのプロセスについては、辺

地共聴施設エリアにおける実証事業の成果として、被験者が20名と限られる点に留意する必

要があるものの、切替え案内について、町会長・自治会長・組合長や行政機関からのもので

あると安心できるとの回答が多く、案内の媒体としては、「地域の回覧板」が安心との回答

が多数を占め、また、対面による説明会を評価する回答が約95％と多かった。切替え後に生

じる費用については、現状より多少高くなってもよいとする回答は16％と低い結果となった。

円滑な切替えを実現するには、このような結果を踏まえつつ、関係者が一体となって、事前

説明、切替え工事時の説明及びフォロー等を丁寧に行い、切替え実施の趣旨や内容、生じる

メリットやデメリット38について、住民の方々の十分な認識、理解を得た上で実施すること

が重要であるとの結果が得られた。 

今後は、こうした点を踏まえ、具体的に放送アプリケーションを試作し、被験者の数を増

やす等し、住民理解・受信者対策について更なる検討を進めていくべきである。 

 

（４）ユーザーアクセシビリティの確保 

ユーザーアクセシビリティについて、実証事業では、チャンネル切替えの操作性について

検証したところ、操作感が異なっても「難しくない」又は「慣れそうだ」との回答が約９割

と多く受容性が高いという結果が得られたものの、ユーザーアクセシビリティ確保の観点か

ら、可能な限りシームレスな切替えを可能とすべきと考え、「仮置きした品質・機能要件」

の見直しにおいて、「可能な限り、シームレスなチャンネルの切替えが可能なもの」とした。 

また、副音声の必要性については、実証事業では、アンケート調査において「あるほうが

よい」と「なくてもよい」がともに約４割と意見が分かれた一方、ヒアリング調査において

は、自分は使わないがあったほうがよいとの発言が多く、社会的な必要性を意識した回答と

なっている可能性が見て取れた。加えて、作業チームにおいてもその社会的な必要性が指摘

された。字幕については、実証事業では、アンケート調査において「極めて重要だ」又は「あ

るほうがよい」との回答が７割とニーズが高く、ヒアリング調査においては、耳の悪い方へ

の配慮等、社会的な重要性を指摘する声のほか、自身の耳が悪くなることへの懸念も聞かれ

た。これら踏まえ、「仮置きした品質・機能要件」の見直しにおいては、副音声は「最大入

                                                        
38 作業チームの構成員からは、辺地共聴施設については、施設の保険加入契約を断られること、ま

た、未保険の場合、組合員の方々に故障修理に伴う臨時の費用負担を生じる可能性があるとの意見

があった。 
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力音声チャンネル」の要件を「5.1ch」としているところ、主音声の5.1chとは別の音声とし

て送る等により実現することとし、字幕については「タイミング精度や外字等の扱いについ

て検討」とした。 

今後は、具体的に放送アプリケーションを試作し、ユーザーアクセシビリティについて更

なる検討を進めていくべきである。 

 

（５）デジタル技術の特性を活かしたサービスの向上 

デジタル技術の特性を活かしたサービスの向上について、実証事業では、インターネット

独自の機能として、約半数の被験者から PC やスマホでの視聴を利用したいと回答が得られ

たほか、録画については、「見逃し視聴機能があっても自宅のレコーダーでの録画もできた

ほうがよい」との意見が半数強と多く、レコーダーの代替としての見逃し視聴期間について

は意見が分かれるが２週間～１ヶ月分との回答が多いという結果となった。また、データ放

送については、「極めて重要」又は「あるほうがよい」との回答が８割弱とニーズが高く、

番組表については、「番組表を表示する機能は不可欠だ」という回答が６割強と多くニーズ

が高かった。視聴データ活用については、セキュリティ不安よりも便利な機能への期待が上

回った。 

この結果を踏まえ、「仮置きした品質・機能要件」の見直しにおいて、PCやスマホでの視

聴については「PC・スマホなどでの視聴可能性について検討」、録画については「録画（ス

トリーミング動画の蓄積）の代替機能として、ファイルダウンロード機能及び見逃し配信機

能」を要件とした上で「録画（ストリーミング動画の蓄積）の実現可否について検討」、デ

ータ放送については「提供の在り方について検討」、番組表については「番組表からのチャ

ンネル切替え機能」を要件とした上で「番組表と録画・ダウンロード番組や見逃し配信番組

とのリンク機能について検討」、視聴データ活用については「視聴データの活用方法につい

て検討」とした。 

今後は、具体的に放送アプリケーションを試作し、デジタル技術の特性を活かしたサービ

スの向上について更なる検討を進めていくべきである。 

 

（６）放送法との関係等 

放送法との関係等については、１次取りまとめにおいて、NHKのあまねく受信義務（放送

法第20条第５項）39、民間放送事業者のあまねく受信努力義務（同法第92条）40、災害放送実

                                                        
39 放送法第 20 条第５項においては、「協会は、中波放送と超短波放送とのいずれか及びテレビジョ

ン放送がそれぞれあまねく全国において受信できるように措置をしなければならない。」と規定され

ている。 
40 放送法第 92 条においては、「特定地上基幹放送事業者及び基幹放送局提供事業者（電波法の規定

により衛星基幹放送の業務に用いられる基幹放送局の免許を受けた者を除く。）は、その基幹放送局

を用いて行われる基幹放送に係る放送対象地域において、当該基幹放送があまねく受信できるよう

に努めるものとする。」と規定されている。 
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施義務（同法第108条）41、NHKとの受信契約（同法第64条第１項）42等との関係に関する課題

が挙げられている。 

これらのうち、災害放送関係では、実証事業において、緊急地震速報に対するニーズが非

常に高いという結果が得られており、「仮置きした品質・機能要件」の見直しにおいて、「速

やかに表示させることが望ましい」を要件とした上で、「低遅延プッシュ型配信（MTE等）に

ついて検討」とした。 

今後は、緊急地震速報について具体的に検証を行うとともに、その他の課題についても検

討を進めていくべきである。 

 

図４－１ １次取りまとめで例示された課題に係る検討状況と今後の検討の方向性 

 

                                                        
41 放送法第 108 条においては、「基幹放送事業者は、国内基幹放送等を行うに当たり、暴風、豪雨、

洪水、地震、大規模な火事その他による災害が発生し、又は発生するおそれがある場合には、その発

生を予防し、又はその被害を軽減するために役立つ放送をするようにしなければならない。」と規定

されている。 
42 放送法第 64 条第１項においては、「協会の放送を受信することのできる受信設備（次に掲げるも

のを除く。以下この項及び第三項第二号において「特定受信設備」という。）を設置した者は、同項

の認可を受けた受信契約（協会の放送の受信についての契約をいう。以下この条及び第七十条第四

項において同じ。）の条項（以下この項において「認可契約条項」という。）で定めるところにより、

協会と受信契約を締結しなければならない。ただし、特定受信設備を住居（住居とみなされる場所と

して認可契約条項で定める場所を含む。）に設置した場合において当該住居に設置された他の特定受

信設備について当該住居及び生計を共にする他の者がこの項本文の規定により受信契約を締結して

いるとき、その他この項本文の規定による受信契約の締結をする必要がない場合として認可契約条

項で定める場合は、この限りでない。」と規定されている。 
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２．実証事業の実施を通じて抽出された検討課題と検討の方向性 

１次取りまとめにおいて例示された課題以外にも、実証事業の実施を通じて新たな検討課

題が抽出された。 

具体的には、実証エリアにおける受容性の検証のうち、ミニサテライト局エリア及び小規

模中継局エリアにおける調査結果の分析・評価を通じ、「フィールド調査における未検討・

未到達課題」、「映像等関連要素に関する課題」及び「その他要素に関する課題」として計16

項目の課題が抽出された43。 

 

 

図４－２ 実証事業の実施を通じて抽出された検討課題と検討の方向性 

（ミニサテライト局エリア・小規模中継局エリア） 

  

                                                        
43 このほか、「放送機能関連要素に関する課題」としては、インターネットならではの機能（PC・ス

マホでの視聴、視聴データの活用等）、放送アプリケーションの機能（データ放送、緊急地震速報、

録画等）、ユーザインターフェース（テレビ画面、リモコン等）の課題が挙げられるが、全て１次取

りまとめで例示された課題に含まれることから、ここでは記載していない。 
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また、実証エリアにおける受容性の検証のうち、辺地共聴施設エリアにおける調査結果の

分析・評価を通じ、「切替えの案内文書に関する課題」、「切替えの説明会に関する課題」、「円

滑な切替えに係る課題」及び「事業全般に係る課題」として計13項目の課題が抽出された。 

 

  
図４－３ 実証事業の実施を通じて抽出された検討課題と検討の方向性 

（辺地共聴施設エリア） 
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第５章 今後の進め方 

 

第４章において述べたとおり、ブロードバンド代替を導入するに当たっての課題として、

１次取りまとめで例示したもののほか、実証事業の実施を通じて新たな課題も明らかとなっ

た。 

 

１次取りまとめにおいて述べたとおり、ブロードバンド代替を導入するに当たっての課題

については、着実な検討が求められるものであり、その検討に当たっては、実際に住民の方々

に代替手段を利用していただき、その声を聞くことが極めて重要である。 

この点、今般実施した実証事業では、現時点でブロードバンド代替のための配信サービス

が存在しないことから、既存のネット同時配信等サービスを活用して調査を実施するに留ま

った。しかし、当然のことながら、視聴者の受容性の検証や技術的な検証は、実際に代替す

るとなった場合に想定される形に可能な限り近い代替手段を活用して実施することが望ま

しい。 

このため、次の段階としては、今般の見直し後の「品質・機能要件」に可能な限り準拠し

てブロードバンド代替を想定した放送アプリケーション（配信プラットフォーム）を試作し

た上で、放送番組の配信を行う新たな実証事業を実施することにより、視聴者の受容性の検

証や技術的な検証を行うことが適当である。 

 

また、ブロードバンド代替が放送事業者の「経営の選択肢」として導入可能な環境を整備

するためには、視聴者の受容性の検証や技術的な検証のみならず、導入の手順や準拠すべき

条件等を示していくことが必要である。このため、第３章において取り扱った「品質・機能

要件」44に加え、第４章において述べた検討課題も踏まえ、ブロードバンド代替の「共通し

た全体の枠組みとして決定すべき事項」を取りまとめた「青写真（ブループリント）」の策

定や、放送事業者においてブロードバンド代替を検討する際の参考となる「標準的手順」の

策定等の取組が重要となる45。 

作業チームでは、今後、こうした取組を進め、小規模中継局等の次期更新スケジュール46

を踏まえ、ブロードバンド代替が放送事業者の新たな「経営の選択肢」となり得るか否かに

ついて、令和６年夏頃に結論を得ることを目指すこととする。 

 

                                                        
44 「品質・機能要件」は、ブロードバンド代替の「共通した全体の枠組みとして決定すべき事項」を

定める「青写真（ブループリント）」と一体不可分であるため、今後は「青写真（ブループリント）」

の中で一体的に検討・整理していくことも考えられる。 
45 辺地共聴施設をケーブルテレビに切替える実証事業を実施することにより、代替時の留意事項等

について更なる課題の抽出と対策の検討を進めることは、「標準的手順」の策定等の参考となる。 
46 地上テレビジョン放送事業者の小規模中継局等については、その更新が令和８年度（2026 年度）

から令和 10 年度（2028 年度）にかけて、その更新計画の策定が令和６年度（2024 年度）後半から

令和７年（2025年度）にかけて予定されている。 
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図５ ブロードバンド代替の「青写真（ブループリント）」 

 

「はじめに」において述べたとおり、人口減少や視聴スタイルの変化等、放送を取り巻く

環境が急速に変化する中において、良質な放送コンテンツを全国の視聴者に届けるためには、

放送事業者の放送ネットワークインフラに係るコスト負担を軽減することが重要であり、ブ

ロードバンドインフラの普及が全国的に進む中、ブロードバンド等による小規模中継局等の

代替は、そのための具体的方策のひとつとして期待される。 

他方で、ブロードバンド等による小規模中継局等の代替は、一般的なネット同時配信等サ

ービスとは異なり、従来からの電波による放送を代替しようとするものであり、放送事業者

及び視聴者の双方にとってこれまでに経験したことのない新たなサービスとなることから、

その実現までの道のりは決して平坦ではない。 

このため、新たな実証事業、ブロードバンド代替の「青写真（ブループリント）」や「標

準的手順」の策定といった今後の取組においては、放送事業者47、通信事業者、ベンダー、

視聴者、総務省等の関係者が、それぞれの知見やネットワーク等のリソースを持ち寄り、そ

の役割分担も含めて合意形成を図りながら検討を進めていくことが何よりも重要となる。ま

た、IPユニキャスト方式以外の代替手段も含めた最適な代替手段について検討を進めていく

ことも必要となる。 

作業チームでは、こうした認識の下、引き続き、ブロードバンド等による小規模中継局等

の代替について、より実践的に検討を進めていくこととし、関係者には今後の取組への積極

的な参画を期待したい。 

                                                        

47 NHKは、「NHK経営計画（2021-2023年度）」（2023年１月修正）において、「ネットワークコスト削

減等、視聴者の将来負担の軽減につながる先行支出等」として「総額 600 億円」を計上するとして

いる。その中で、「民間放送事業者と連携し、設備維持コストの抑制に取り組みます。」とし、「通信

などの代替手段検討」を挙げている（「NHK経営計画（2021-2023年度）の修正について（説明資料）」）。 
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付録ー1



１．開催要綱

付録ー2



デジタル時代における放送制度の在り方に関する検討会 

「小規模中継局等のブロードバンド等による代替に関する作業チーム｣ 

開催要綱（改訂版） 

１ 背景・目的 

 本作業チームは、デジタル時代における放送制度の在り方に関する検討会（以下「検

討会」という。）の下で開催される会合として、小規模中継局等のブロードバンド等

（ケーブルテレビ、光ファイバ等）による代替可能性について検討することを目的と

する。

２ 名称 

本作業チームは「小規模中継局等のブロードバンド等による代替に関する作業チー

ム」と称する。

３ 検討項目 

（１）小規模中継局等のカバーエリアにおける代替手段の利用可能性

（２）代替手段としてのブロードバンド等に求められる機能・品質要件

（３）その他

４ 構成及び運営 

（１）作業チームの主査は、検討会座長が指名する。作業チームの構成員は、主査が

指名する。 
（２）主査は、必要があると認めるときは、主査代理を指名することができる。

（３）主査代理は主査を補佐し、主査不在のときは主査に代わって作業チームを招集
する。 

（４）主査は、必要に応じ、構成員以外の関係者の出席を求め、意見を聴くことがで
きる。

（５）その他、作業チームの運営に必要な事項は、主査が定めるところによる。

５ 議事の取扱い 

（１）作業チームの会議は、原則として公開とする。ただし、公開することにより当

事者又は第三者の権利及び利益並びに公共の利益を害するおそれがある場合そ

の他主査が必要と認める場合については、非公開とする。 

（２）作業チームの会議で使用した資料及び議事要旨については、原則として公開す

る。ただし、公開することにより当事者又は第三者の権利及び利益並びに公共の

利益を害するおそれがある場合その他主査が必要と認める場合については、非公

開とする。 

６ その他 

作業チームの庶務は、情報流通行政局放送政策課が、同局情報通信作品振興課、

放送技術課、地上放送課及び衛星・地域放送課地域放送推進室の協力を得て行うもの

とする。 
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「小規模中継局等のブロードバンド等による代替に関する作業チーム｣構成員名簿 

（敬称略・主査を除き五十音順、令和５年７月７日現在） 

＜構成員＞ 

（主査） 伊
い

 東
とう

  晋
すすむ

東京理科大学 名誉教授 

石
いし

 塚
づか

  功
いさお

日本テレビ放送網株式会社 技術統括局長 

市
いち

 川
かわ

 芳
よし

 治
はる

 日本放送協会 経営企画局専任局長 

大
おお

 矢
や

晃
てる

 之
ゆき

 ソフトバンク株式会社 執行役員 テクノロジーユニッ

ト統括 モバイル＆ネットワーク本部 本部長

小
お

川
がわ

 栄
えい

 治
じ

株式会社フジテレビジョン 技術局長 

落
おち

 合
あい

 孝
たか

 文
ふみ

 渥美坂井法律事務所・外国法共同事業 プロトタイプ政策

研究所所長・シニアパートナー弁護士 

京
きょう

屋
や

知
とも

 行
ゆき

 株式会社TBSテレビ メディアテクノロジー局長 

クロサカ タツヤ 株式会社企 代表取締役 

齋
さい

 藤
とう

  一
はじめ

株式会社テレビ東京 技術局長 

高
たか

 木
ぎ

武
たけ

 彦
ひこ

 株式会社テレビ朝日 技術局長 

髙
たか

 田
た

仁
ひとし

一般社団法人日本民間放送連盟 企画部長 

髙
たか

 田
だ

光
みつ

 浩
ひろ

 一般社団法人日本ケーブルテレビ連盟 副理事長 

滝
たき

 川
がわ

 大
だい

 介
すけ

 東日本電信電話株式会社 ビジネス開発本部 クラウド 

＆ ネットワークビジネス部 基盤ネットワークサービス

担当 担当部長 

寺
てら

 田
だ

健
けん

 二
じ

日本放送協会 理事・技師長 

平
ひら

 林
ばやし

義
よし

 和
かず

 西日本電信電話株式会社 バリューデザイン部 コミュニ

別紙 
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ケーション基盤部門 NWサービス担当 担当部長

丸
まる

 田
た

徹
とおる

ＫＤＤＩ株式会社 執行役員 技術企画本部 副本部長 

三
み

友
とも

 仁
ひと

 志
し

早稲田大学大学院アジア太平洋研究科 教授 

森
もり

 川
かわ

 博
ひろ

 之
ゆき

 東京大学大学院工学系研究科 教授 

＜オブザーバ＞ 

岡
おか

 村
むら

 憲
のり

 優
まさ

 一般社団法人電子情報技術産業協会 

テレビネットワーク事業委員会 前委員長

長
なが

 田
た

三
み

紀
き

情報通信消費者ネットワーク 

林
はやし

秀
しゅう

弥
や

名古屋大学大学院法学研究科 教授 

付録ー5



２．開催状況
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デジタル時代における放送制度の在り方に関する検討会 

「小規模中継局等のブロードバンド等による代替に関する作業チーム｣ 

開催状況（第７回以降） 

○第７回（令和４年９月30日（金）16:00～）

(1) 開催要綱の改訂及び議事の取扱いについて

(2) 作業チームの今後の進め方について

(3) 実証事業の実施計画案について

(4) 意見交換

○第８回（令和４年12月20日（火）14:00～）

(1) 実証事業の調査結果の速報（基礎的調査・ミニサテライト局エリア）

(2) 今後の実証事業の予定

(3) 意見交換

○第９回（令和５年１月20日（金）15:00～）

(1) 実証事業の調査の速報（小規模中継局エリア）

(2) 今後の実証事業の予定

(3) 意見交換

○第10回（令和５年２月21日（火）13:00～）

(1) 実証事業の調査結果の速報①（小規模中継局エリア）

(2) 実証事業の調査結果の速報②（辺地共聴施設エリア）

(3) 今後の実証事業の予定

(4) 意見交換

○第11回（令和５年４月26日（水）17:00～）

(1) 実証事業報告①（放送アプリケーションに関する基礎的調査）

(2) 実証事業報告②（実証エリアにおける検証結果の評価・分析）

(3) 意見交換
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○第12回（令和５年５月25日（木）15:00～）

(1) 放送アプリケーションに関する調査結果を踏まえたブロードバンド代替の

今後の検討方針について

(2) 作業チームの今後の進め方について

(3) 「仮置きした品質・機能要件」の見直し案及び令和５年度実証事業案について

(4) 意見交換

○第13回（令和５年６月21日（水）15:00～）

(1) 放送アプリケーションのコスト試算モデルについて

(2) ２次取りまとめ案について

(3) 意見交換

○第14回（令和５年７月７日（金）15:00～）

(1) ２次取りまとめ案について

(2) 意見交換
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